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大阪版市場化テスト担当者より
はじめに
　近年、緩やかな景気の回復により、税収減に歯止めがかかった自治体も出てきてはいるものの、経済の国際化の進展による産業構造の変化など、大幅な経済成長が期待できず、大半の地方公共団体にとっては、厳しい財政状態が続いています。
そのような状況のなか、地方公共団体は、人口構造の変化、社会環境や住民生活の変化を背景に、「行政需要の増大」、「行政課題の広域化」、「住民ニーズの高度化や多様化」など、様々な課題を抱えています。
大阪府におきましても、他府県同様、このような課題に対し、行政評価の取組み、情報化の推進、民営化やアウトソーシング・指定管理者制度・PFIといった民間活用に取り組んでまいりました。
しかし、高度あるいは多様な住民ニーズに対応し、住民サービスの質の向上と効率化を目指すためには、行政サービスや業務の範囲設計、意思決定の仕組み、事業実施の方法等、抜本的に見直す必要があり、このためにも、大阪府では、従来の行政改革の取り組みに加え、平成１９年２月より、独自に「大阪版市場化テスト」を開始しました。
当時、地方公共団体においての実施事例も少なく、手探り状態の中でスタートし、文字どおり“走りながら、考えながら”の状況ではありましたが、以来、本府の取組みは、本年２月には、５年を経過するとともに、民間開放した業務も、合計で１０業務となっています。
本実施報告は、これまでの「大阪版市場化テスト」の取組みについて、その経過等を振り返るとともに、成果や課題についても、容易に抽出しやすい取りまとめを目指しました。
また、全国の状況を見ると、今なお、地方公共団体における市場化テストの実績は少ない状況であり、本実施報告が、これから市場化テストに取り組む地方公共団体、民間事業者等の皆様にとって、多少なりとも、取組みの参考やお役に立てれば幸いです。
大阪版市場化テストが此処に至れましたのも、大阪版市場化テスト監理委員会委員の皆様、大阪府市場化テスト対象業務モニタリング委員会委員の皆様、民間事業者等の皆様のご協力があってこそであり、皆様に改めて厚くお礼申し上げます。
　　今後とも、大阪版市場化テストの実施が、住民サービスの質の向上と効率化につながるよう、引続き取組んでまいります。
平成２４年３月
大阪府総務部行政改革課
第１章　市場化テスト
　１　市場化テストとは（出典：内閣府資料）
　　　○　官の世界に競争原理を導入し、官における仕事の流れや公共サービスの提供の在り方を変えるもの。
　　　○　具体的には、「官」と「民」が対等な立場で競争入札に参加し、質と価格の両面で最も優れた者が、そのサービスの提供を担う仕組み。
　　　○　米国、英国、豪州などで既に実施され、経費削減のみならず、質の向上の面でも、サービス提供時間の短縮などの効果をあげています。
　　　○　「市場化テスト」という用語は、1990年代に英国政府で実施されていた官民競争入札の名称であった“market testing”もしくは“market test”の邦訳といわれています。
　２　競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（以下、「公共サービス改革法」という）【平成18年7月施行】とは
　　（１）法律の趣旨（第1条）　
法律の趣旨としては、公共サービス改革法第1 条に、「公共サービスに関して、その実施を民間が担うことができるものは民間にゆだねる観点から、これを見直し、民間事業者の創意と工夫が反映されることが期待される業務を選定して官民競争入札又は民間競争入札に付することにより、公共サービスの質の維持向上及び経費の削減を図る改革を実施」することとされており、本法律の目的は、「民間にできるものは民間に」という構造改革を具体化するため、公共サービスを不断に見直し、
・ 公共サービスの質の維持向上
・ 経費の削減
をともに実現することとされています。
　　（２）基本理念（第3条）
基本理念については、公共サービス改革法第3 条に、「競争の導入による公共サービスの改革は、公共サービスによる利益を享受する国民の立場に立って、公共サービス全般について不断の見直しを行い、民間事業者の創意と工夫を適切に反映させることにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共サービスを実現することを旨として行う。」、「見直しを通じ、公共サービスのうち、国の行政機関等又は地方公共団体の事務又は事業として行う必要のないものは、廃止する。」とされており、これは、上記の法律の趣旨を受けて、競争の導入による公共サービスの改革にあたっては、
・「簡素で効率的な政府」（国または地方公共団体）を実現するという観点
・ 官民競争入札等の透明かつ公正な実施の確保の観点
・ 官民競争入札等により落札した民間事業者が有する創意と工夫が効果的に業務の実施に反映されるようにする観点
を踏まえて実施するべきということとされています。
　　（３）特定公共サービス（第34条）
　　　　　公共サービスの実施を民間委託する場合に、法律上の制約があるものについては、公共サービス改革法で「法律の特例」を規定しています。
　　　　　「法律の特例」を適用する必要があるサービスを、「特定公共サービス」と言い、現在、地方公共団体関連の業務では、以下の窓口業務６業務があります。

　３　地方公共団体での整理及び取組み状況
　　○　公共サービス改革法により、「市場化テスト」の手法が示され、「法律の特例」の適用が必要
　　　でない業務については、地方自治法等に基づき地方公共団体の判断で官民競争入札等を実施で
きるように整理されました。
	入札の種類
対象業務
	地方公共団体が実施する
「官民競争入札」
	地方公共団体が実施する
「民間競争入札」

	法律の特例あり
（特定公共サービス）
	法で規定（第３章第３節）
	法で規定（第３章第４節）

	法律の特例なし
	地方自治法等において
対応可能　※
	地方自治法等において
対応可能


　　　　※「官民競争入札」は、公共サービス改革法のみで規定。法律の特例のない業務については、法の手続きを参考に地方自治法等に沿って対応することが可能。
　　○　公共サービス改革法においては、地方公共団体が官民競争入札や民間競争入札を実施するか
どうかについては、各地方公共団体の自主的な判断に委ねることとされています。しかし、地
方公共団体も、国と同様に、公共サービスの質の維持向上と経費の削減を同時に実現していくことが求められています。こうした中で、地方公共団体が、自ら率先して、官民競争入札等を実施することが可能となる制度的な環境整備として、現在、法律で「公務員が行う」こととされている地方公共団体の業務について、官民競争入札等の対象とするために、それらの業務を民間事業者でもできるようにする法律の特例が設けられています。
　　○地方公共団体での取組み状況（出典：内閣府資料）
　　（１）法に基づく「市場化テスト」（特定公共サービスを対象とした官民競争入札又は民間競争入札）を実施、又は実施決定している事例
　　　　・北海道由仁町（三川支所窓口業務）（官民競争入札）
　　　　・宮城県丸森町（まちづくりセンター７箇所の窓口業務）（民間競争入札）
　　　　・長野県南牧村（野辺山出張所窓口業務）（民間競争入札）
　　　　・兵庫県神河町（センター長谷窓口業務）（官民競争入札）
　　　　・茨城県宇谷市（公民館３箇所の窓口業務）（民間競争入札）
　　（２）法に示す手続き（法第３章第３節）を参考に、官民競争型「市場化テスト」（官民競争入札）を実施している事例
　　　　・岩手県（法人ニ税関連業務）
　　　　・東京都（都立技術専門校における求職者向け公共職業訓練業務）
　　　　・愛知県（県自治研修所職員研修業務、県旅券センター旅券申請窓口業務、名古屋高等技術専門校短期課程「OAビジネス科」業務）
　　　　・和歌山県（県庁南別館管理運営業務）
　　　　・岡山県（職員公舎等管理業務）
　　　　・岩手県奥州市（水道止水栓開閉栓業務）
　　　　・岡山県倉敷市（車両維持管理業務）
　　（３）法を参考に、「自治体版市場化テスト」として、民間提案型「市場化テスト」を実施している事例
　　　　・北海道（旅券業務）
　　　　・熊本県（くまもと県民交流館、NPO活動支援業務、県立農業大学校給食委託事業、放置車両確認事務委託業務）
　　　　・大阪府
第２章　大阪府における市場化テストの導入
１　大阪府における「市場化テスト」導入の背景
　　　本府では、長引く景気低迷の影響により、平成19年度には財政再建団体への転落が危ぶまれる状況となり、そのため、平成16年に策定した大阪府行財政計画（案）における取組みの一つとして、「民間活力の活用」が検討され、市場化テストの導入に向けた取組みを進めることになったものです。
　　　当時、国の「規制改革・民間開放推進会議」においては、市場化テストの制度化に向けた議論がなされており、平成16年12月には、第一次答申が提出されています。
　　　本府では、これら国の動向を注視していましたが、対象業務の範囲が限られているとのことから、府独自で「大阪府市場化テストガイドライン」を策定することとし、「市場化テスト」の導入を推進することとしました。
　２　大阪府市場化テストガイドラインの策定
　　　本府においては、行財政計画（案）の府政改革の基本目標のひとつに府民・NPOなど民間とのさらなる協働と民間活力の導入を積極的にすすめ、地域全体の資源を活かした「地域全体でのサービスの最適化」を図るとしたところから、行政コストの透明性を高め市場からの評価に応えうる府政運営をすすめるとともに、地域協働と地方分権に支えられた地域主権改革を実現するための制度として、市場化テストの導入を決定し、平成17年6月、独自に大阪府市場化テストガイドラインを策定しました。
３　大阪版市場化テストの実施
　　　大阪府における市場化テストは、国レベルの制度改正や公共サービス改革法の対象業務を行うのでなく、現行法制度内で自治体独自に「大阪版市場化テスト」として、取組むこととしました。
　　
（１）大阪版市場化テストの特徴
大阪版市場化テストでは、対象業務の詳細な情報を開示した上で、民間事業者等から手法も含めた提案を公募し、外部委員での審議を経て民間開放等の方向性を決定。外部の視点を反映して公共サービスの質の向上と効率化を実現することとしました。
　　（２）第三者機関
　　　　　大阪版市場化テストでは、実施プロセスの透明性を確保し、業務の適正かつ確実な検証を行うとともに、制度充実に向けた提言を行うため、学識経験者、弁護士等で構成する「大阪版市場化テスト監理委員会（以下「監理委員会」という）」を設置しました。
　　（３）監理委員会の役割
　　　　　監理委員会は、大阪版市場化テストの実施に係る次に掲げる事項について審議し、大阪府に対し、助言するものとしています。
　　　　　○対象業務の選定　　
　　　　　○実施方針の策定・公表
　　　　　○民間事業者等からの提案の検討
　　　　　○事業実施のモニタリング、事業実施後の評価
　　　　　○市場化テストの対象として検討すべき業務分野の提言
　　　　　○制度充実についての提言
第３章　第一弾対象業務の決定
　　当初の実施プロセスは、庁内選定で対象業務として位置づけた業務・分野について、一定期間、情報を開示した上で、民間事業者等から、提案を受け、官民比較の検討、民間開放の判断を行っていくスキームで取組みを開始しました。
　１　第1弾対象業務の実施経過
	年　　月
	実施内容等
	資料等

	平成19年 2月
	第１回監理委員会
　・委員長の選任等について
　・大阪版市場化テスト監理委員会について
　・大阪版市場化テストの検討の経緯について
　・大阪版市場化テスト・民間提案型アウトソーシング制度について
　・民間開放に関する意見交
　　換
	○大阪版市場化テスト監理委員会委員名簿
○大阪版市場化テスト監理委員会について
○大阪版市場化テスト監理委員会設置要綱
○大阪版市場化テスト監理委員会議事規定(案)
○大阪府市場化テストガイドライン
○大阪版PPP改革について
○大阪府における業務の民間開放手法
○大阪版市場化テスト・民間提案型アウトソーシングの実施プロセス
○大阪版市場化テスト・民間提案型アウトソーシング指針(案)
○大阪府の業務の民間開放について
○対象業務・分野（検討中）について
○実施プロセスと委員会の予定(案)
○公共サービス改革に関する国・自治体の動向

	平成19年 4月
	第２回監理委員会
　・対象業務（案）について
　・提案者の資格について
　・民間提案（事業提案書）について
　・官民比較の考え方

	○大阪版市場化テスト監理委員会委員名簿
○大阪版市場化テスト事業提案公募要項（案）骨子
○対象業務(案)（職員研修業務）
○対象業務(案)（大阪自動車税事務所の催告業務）
○対象業務(案)（高等職業技術専門校テクノ講座）
○対象業務(案)（建設業許可申請の受付等業務）
○大阪版市場化テスト対象業務の情報開示シート
○提案を行う民間事業者の資格要件について(案)
○大阪版市場化テスト事業提案書(案)
○官民比較の考え方(案)
○今後のスケジュールについて(案)

	平成19年 5月
	事業提案の公募
	○事業提案を公募する業務
　・職員研修業務
　・大阪自動車税事務所の催告事務
　・高等職業専門校テクノ講座
　・建設業許可申請の受付等業務
○募集期間 H19.5.11～H19.6.25

	平成19年 7月
	第３回監理委員会（非公開）
	○官民比較の審議

	平成19年 8月
	官民比較の審議結果の公表
	○大阪版市場化テスト対象業務の民間開放の方向性について

	平成19年11月
	第４回監理委員会
　・モニタリング等について
	○大阪版市場化テスト対象業務の民間開放の方向性について
○出資法人のあり方総点検の結果について（概要）
○大阪版市場化テスト事業実施状況のモニタリングについて

	平成20年 1月
	事業提案の公募
	○事業提案を公募する業務
　・建設業許可申請の受付等業務
○募集期間 H20.1.9～H20.2.5

	平成20年 2月
	第５回監理委員会（非公開）
	○官民比較の審議

	平成20年 2月
	官民比較の審議結果の公表
	○大阪版市場化テスト対象業務の官民比較等の審議について


※実施内容は、報告事項や説明事項、その他を除く。
　２　実施プロセスとアウトソーシング指針
　　大阪版市場化テストを実施するため、下記のとおり実施プロセスを決定し、アウトソーシング指針を策定しました。















　３　第1弾対象業務の選定における考え方
　（１）大阪府業務の民間開放の方向性について
	業務の分野
	業務の形態

	□健康・福祉　　
（健康、医療、高齢者、障がい者、子育て、福祉）
□生活・環境　　
（食生活、消費生活、防災、環境ﾘｻｲｸﾙ、水道、
人権、NPO等支援）
□産業・労働・まちづくり
（商工業、雇用労働、農林水産業、建設、交通道路）
□教育・文化
（青少年、文化芸術、教育、生涯学習）
□にぎわい・観光
（観光経済交流、スポーツ、公園）
□行政・施策
（行財政改革、政策、計画、予算決算、税務、選挙、市町村）
	○企画立案、○庶務、○予算・経理、○給与、
○秘書、○人事労務、○法規関係、
○審査決算、○財産（施設）管理、
○情報処理、○団体等育成指導、○調査分析、○研修、○用地買収、○契約、
○企業団体等助成、
○広報報道、○広聴相談、
○国際関係、○市町村関係、○税務、
○窓口サービス（許認可等）
○学校事務、○警察事務、○その他








　　アウトソーシングを検討すべき事務事業の類型
　①　試験分析・検査・監査等業務　　　　　⑤　調査研究業務
　②　電算システム開発・管理業務　　　　　⑥　施設運営管理業務
　③　研修・講座・セミナー等業務　　　　　⑦　その他専門・技術的業務
　④　広報・啓発・イベント等業務　　　　　⑧　その他の定型的業務
　　←「府アウトソーシング推進方策」に示された類型より
（２）対象業務として検討した業務・分野の考え方について


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当部局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の検討
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（３）対象業務として検討した業務・分野について
対象業務として検討した業務・分野について、監理委員会での検討を経て、以下のとおりの方針を決定しました。
	業務・分野
	決　定　概　要


	≪業務≫
職員研修
	「職員研修」に関して実施を検討。
〈業務内容等〉
○
　職員研修について、府政の課題や公務員倫理等府固有の事務や課題に関するもの以外の研修（プレゼンテーション等のビジネススキル系、コーチング等のマネジメント系など）は、個別研修項目毎に外部委託を実施している。
○
　研修基本方針、研修計画策定を除き、研修に関する企画、実施・運営等の業務及び研修センターの管理・運営業務を民間事業者等の提案を受けて包括的にアウトソーシングすること。

	≪業務≫
自動車税事務所の
催告業務
	「自動車税事務所の催告事務」に関して実施を検討。
〈業務内容等〉
○　自動車税の滞納に対する電話での催告事務。
（催告対象件数　17年度：127,141件、18年度：168,288件）

	≪業務≫
高等職業技術専門校の
テクノ講座
	「高等職業技術専門校のテクノ講座」に関して実施を検討。
〈業務内容等〉
○
　テクノ講座とは、各高等職業技術専門校（府内６ヶ所）で実施する公共訓練科目のうち在職者訓練用の講座群。テクノ講座については現在、個別コース単位で外部講師を活用して実施しているところ。
○　テクノ講座における民間事業者等の提案を受けてアウトソーシングすることについては、国の動向を踏まえながら、実施可能な分野等について検討していく。

	≪分野≫
申請書の受付や
チェック等の窓口業務
	「申請書の受付やチェック等の窓口業務」の分野の中から具体的な業務を抽出して実施を検討。
〈業務内容等〉
○　許認可行為などの公権力の行使に伴う包括的な業務を含む（但し、申請書の受付から書類の補正、データ入力などの事実行為部分が対象。）
○　全庁ベースでの業務の数は相当数あり、規模もさまざま。

	≪分野≫
出資法人への委託業務
	「出資法人への委託業務」の分野の中から具体的な業務を抽出して実施を検討。
〈業務内容等〉
○　府の出資法人（48法人）に対して府から委託している業務約150件のうち、公の施設管理等既に指定管理者制度で対応している業務を除くものが対象となる。
○　主な業務内容は、府民啓発や各種研修業務、相談業務、調査業務など


　４　事業提案公募
　　○　対象業務として決定した下記４業務の情報開示を行い、事業提案を公募しました。なお、提案公募は、提出していただいた提案をもとに、民間開放の方向性を決定するものであり、提案をもって、対象業務の事業者選定を行うものではなく、官民比較や方向性の決定等するためのものでした。
　　○　情報開示シートの内容は、次のとおりです。
　　・業務の名称　　・担当部課グループ名（連絡先）　　・事業の概要　　・事業の目標
　　・法令規制などの留意点　　・実施体制（単位：人）　　・事務経費等
　　・事業実施における必要なノウハウ・マニュアルの有無等　　
・事業スケジュールの詳細（主な業務、業務量）　　・事業内容の詳細（現状）
・事業の目的を達成する観点から重視すべき事項（業務の質の観点や、業務の質の向上に向けた取組み等）　　・協働、民間委託等の現状　　・その他参考となる情報
・特記事項１（緊急時の対応、個人情報の保護等）　　・特記事項２（民間委託の検討について）
（事業提案を公募する業務）
	業務の名称
	情報開示シートリンク

	●職員研修業務
	http://www.pref.osaka.jp/kikaku/sijohka/teian_kobo/01shokuin_kenshu.pdf

	●大阪自動車税事務所の催告事務
	http://www.pref.osaka.jp/kikaku/sijohka/teian_kobo/02jidousha_zei_saikoku.pdf

	●高等職業技術専門校テクノ講座
	http://www.pref.osaka.jp/kikaku/sijohka/teian_kobo/03tekuno_koza.pdf

	●建設業許可申請の受付等業務
	http://www.pref.osaka.jp/kikaku/sijohka/teian_kobo/04kensetu_gyou_kyoka.pdf


　　□官民比較の考え方
　　（１）基礎評価項目
　　　　　①サービス水準　　・民間事業者等が当該業務を実施した場合、現状と同等程度のサービス水準を維持できること。
　　　　　②法令遵守等　　　・民間事業者等が当該業務を実施した場合、当該業務にかかわる法令や個人情報の保護等の法令遵守を行い得ること。
　　（２）具体的な官民比較の評価基準
　　　　　①サービス水準の向上
　　・民間事業者等が当該業務を実施した場合、サービス水準の質的向上がどの程度図れるか。
　　　　　②経費の削減（事業経費等の比較）　　
・事業経費等の合計について、現状と比較してどの程度削減することができるか。
　　　　　　　　　　　　　　・人件費、物件費、委託費等のそれぞれについて、現状と比較してどの程度削減することができるか。
　　　　　③「①（サービス水準の向上）」と「②（経費の削減）」の関係
　　　　　　　　　　　　　　・サービス水準の向上と経費の削減は、同等程度の割合で評価する。
　　　　　④提案の実現可能性
・民間事業者等が提示した経費は、提案内容を実現するにあたって著しく不合理な点はないかなどに留意して提案の評価を行う。
　　□募集期間　　平成19年5月11日から平成19年6月25日
　　
□質問期間　　平成19年5月11日から平成19年6月8日　　　　
　　
□提案者の資格　　対象業務を受託して実施する意欲のある団体等（株式会社、財団法人、社団
法人等法人格を有する団体であること。）。
　５　事業提案公募の結果
　　　民間事業者等から事業提案公募の結果、職員研修業務で12件、自動車税の催告事務で6件、高等職業技術専門校テクノ講座で1件、建設業許可申請の受付等業務で1件、合計で２０件の事業提案がありました。
	対象業務名
	提案数
	提案団体名（※）

	職員研修業務
	１２件
	倉敷紡績㈱、ｺｸﾖﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ㈱＆㈱日本ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ、㈱ｹｱ･ﾋﾞｭｰﾃｨﾌﾙ、EICOMﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（学校法人ｴｰﾙ学園、NPO法人大阪NPOｾﾝﾀｰ、NPO法人国際ﾒﾝﾀｰｼｯﾌﾟ協会）、㈱ｺﾝｸﾞﾚ、㈱ﾗｲﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ、㈱ｱｲさぽーと、読売情報・人・財ｻﾎﾟｰﾄ（㈲人・財ｻﾎﾟｰﾄ、㈱読売情報開発大阪、㈱ｾﾘｵ･ｽﾀｯﾌ、就活ﾜｰｸｽ）、ﾋｭｰﾏﾝｱｶﾃﾞﾐｰ㈱　他３者

	大阪自動車税事務所の催告事務
	６件
	㈱大日、㈱ｱﾃﾅ、ﾆｯﾃﾚ債権回収㈱、㈱ﾗｲﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ、㈱ｼﾞｪｲｴｽｷｭｰﾌﾞ　他１者

	高等職業技術専門校テクノ講座
	１件
	ﾋｭｰﾏﾝｱｶﾃﾞﾐｰ㈱

	建設業許可申請の受付等業務
	１件
	大阪府行政書士会


（※）大阪版市場化テスト事業提案書の提案者名の公表について、「可」と回答のあった団体のみ名称を掲載。
　６　官民比較等の審議結果と民間開放の方向性
　　事業提案については、監理委員会において、内容確認及び官民比較等の審議を行い、その結果を踏まえ、大阪府として、対象業務の民間開放の方向性を決定することとしました。
（１）対象業務の官民比較にかかる評価のポイント
	評価項目
	評価のポイント

	①基礎的項目
	サービス水準の維持、個人情報の保護、事業の目的を達成する観点から重視すべき事項　他

	②サービスの質の向上
	府で実施するよりも優れている点や実施方法の具体性　他

	③コストの削減
	人件費をはじめ事業経費等の合計で、どの程度削減することができるか　他

	④提案の実現可能性
	組織運営体制や類似業務の実績　他


　（２）官民比較等の審議結果と民間開放の方向性
　　下記のとおり、対象業務毎に、監理委員会における官民比較の審議結果について、公表しました。
　　あわせて、この審議結果を踏まえ、大阪府としての方向性について決定しました。　
	対象業務名
	官民比較等の審議結果（監理委員会）
	今後の方向性

	職員研修業務
	民間開放を実施
基礎評価、サービスの質の向上、コスト削減、提案の実現可能性等項目毎の個別評価を基に総合的に評価した結果、本業務については民間開放すべきとの結論に達した。
その上で、アウトソーシング等民間開放の実施時期については、提案企業の事業参入意欲等を勘案し、少なくとも平成20年度初めには民間事業者が円滑に事業開始を行えるよう、速やかに手続きを進めるべきである。
	監理委員会の審議結果を踏まえ、本業務の民間開放を実施することとし、今後速やかに、事業者の選定等民間開放の実施に向けた手続きを開始する。
その上で、平成20年4月から民間事業者による事業開始を行う予定である。

	大阪自動車税事務所の催告事務
	民間開放を実施
基礎評価、サービスの質の向上、コスト削減、提案の実現可能性等項目毎の個別評価を基に総合的に評価した結果、本業務については民間開放すべきとの結論に達した。
その上で、アウトソーシング等民間開放の実施時期については、情報開示シートで示している税制改正等の動向を踏まえた上で、民間事業者に委託実施できるよう速やかに手続きを進めるべきである。
	監理委員会の審議結果を踏まえ、本業務の民間開放に向け、税制改正等の動向やシステムの改修等、解決すべき課題整理に速やかに取り組む。

	高等職業技術専門校テクノ講座
	検討の継続
本業務を民間に委託する場合、高等職業技術専門校の施設や設備を受託者が使用できないとの条件が大きなハードルになった。
今後、国との協議や規制緩和の要件が整い次第、情報開示シートを修正し、速やかに事業提案を公募するよう努められたい。
	監理委員会の審議結果を踏まえ、国との協議や規制緩和の要件等が整い次第、情報開示シートを修正し、速やかに事業提案を公募する。

	建設業許可申請の受付等業務
	検討の継続
本業務の事業提案公募段階で課題となった公権力の行使に関する整理等が、さらに必要であるとの結論に達した。
今後、公権力の行使等の業務の分析や切り分けを行い次第、情報開示シートを修正し、速やかに事業提案を公募するよう努められたい。
	監理委員会の審議結果を踏まえ、公権力の行使等の業務の分析や切り分けを行い次第、情報開示シートを修正し、速やかに事業提案を公募する。


７　検討継続案件に対する事業提案公募・結果
　　　先の審議結果で「検討の継続」となっていた建設業許可申請の受付等業務について、公権力の行使の業務分析や業務の切り分けを再度行い、情報開示シートを修正して事業提案を公募し、その結果1件の事業提案がありました。
	対象業務名
	提案数
	提案団体名（※１）

	建設業許可申請の受付等業務（※２）
	１件
	大阪府行政書士会


（※１）大阪版市場化テスト事業提案書の提案者名の公表について、「可」と回答のあった団体のみ名称を掲載。
（※２）本業務は、平成19年8月に公表した民間開放の方向性の中で、公権力の行使や切り分けを行い次第、情報開示シートを修正し、速やかに事業提案を公募することとなっていた業務。
　８　検討継続案件に対する官民比較等の審議結果と民間開放の方向性
　　　事業提案の内容確認及び官民比較等の審議が行われ、その結果を踏まえ、大阪府として、対象
業務の民間開放の方向性を決定しました。
（１）対象業務の官民比較にかかる評価のポイント
	評価項目
	評価のポイント

	①基礎的項目
	サービス水準の維持、個人情報の保護、事業の目的を達成する観点から重視すべき事項　他

	②サービスの質の向上
	これまでの手法よりも優れている点や実施方法の具体性　他

	③コストの削減
	人件費をはじめ事業経費等の合計で、どの程度削減することができるか　他

	④提案の実現可能性
	組織運営体制や類似業務の実績　他


（２）官民比較等の審議結果と今後の方向性
	対象業務名
	官民比較等の審議結果（監理委員会）
	今後の方向性（大阪府）

	建設業許可申請の
受付等業務
	担当課の業務改革（案）を実施
今回、担当課の業務改革（案）（官の提案）の明示に基づき、民間提案との比較を実施した。
官が先に業務改革（案）や本業務の現状における課題・問題点を示したことは画期的であり、その内容についても、改革の視点、新たな体制、期待される効果等、課題・問題点を踏まえた具体的な手法を提示している。
基礎評価、サービスの質の向上、コスト削減、提案の実現可能性等を基に総合的に評価した結果、本業務については担当課の業務改革(案)の実施を支持する。なお、担当課の業務改革(案)の進捗状況や成果について監理委員会及び府民に公表されたい。
	監理委員会の審議結果を踏まえ、担当課の業務改革(案)を実施する。
なお、業務改革（案）に基づいて、効率的に実施する観点から、大阪版市場化テストで事業提案を公募した範囲内で、部分的に民間委託を行う。


　９　成果と課題
　　（１）対象業務の選定について
　　　　・　民間事業者等からは、４つの業務だけでなく、対象業務の拡大を要望する声があった。
　　　　・　対象業務を庁内選定したが、民間事業者等自らに提案させてほしいとの要望があった。
　　（２）事業提案公募について
　　　　・　民間事業者等からは、提案を検討する上で詳細な積算が必要となることから、府の情報開示内容（業務内容、手法等）について、詳細な問合せがあった。
　　　　・　待ち時間が長い受付業務など、今まで業務が抱えていた課題等について、対象業務の情報開示を通じ、明らかにしたことはことは、今までなかったことであり、府側の目的が明確にされた。
　　　　・　民間事業者等ならではの発想やアイデア・ノウハウを含む提案があり、有益であった。
　　　　・　民間事業者等からは、市場化テストの制度が理解されていないことから、提案書の提出について、社内での理解が得られないとの意見があり、制度周知の必要性があった。
・　民間事業者等からは、提案書の提出が事業者選定と繋がらないため、提案書の提出によるメリットが欲しいとの意見があった。
　　（３）官民比較等の審議
　　　　・　民間事業者等に対し、対象業務の類似業務実績を求めた結果、多数の類似業務受託実績が確認できた。
　　　　・　官では硬直的になりがちな人員配置について、繁忙期と閑散期における弾力的な人員配置が可能との提案があった。
・　今まで官側では、公権力の行使について業務を切り分けたことがなかったが、今回、細部の業務分析を行うことにより、受付業務に係る公権力の行使など、官民の切り分けを行うことができた。
第４章　新たな対象業務の決定
　平成２０年２月、橋下知事の就任後、大阪版市場化テストは、大きな転換期を迎えます。
　「民間ができるものは、民間に」という趣旨のもと、対象業務選定については、庁内選定から行うのではなく、府の業務全般を対象に民間事業者等から提案してもらう仕組みに変更しました。
　府は、提案の参考として募集当時行っていた事務事業等を情報公開し、民間で実施可能と考えられる業務や、民間での実施を可能とするための条件等について、広く募集することとしました。
１　新たな対象業務の実施経過
	年　月
	実施内容等
	資料等

	平成20年3月
	新たな対象業務に関する提案を募集(3/26～6/30)
	・募集の対象となる業務
　○府の業務全般に関し、民間で実施可能と考えられる業務や、民間での実施を可能とするための条件等について、広く募集。
・募集期間 H20.3.26～H20.6.30（106件）
・質問期間 H20.5.1～H20.6.1（57件）

	平成20年6月
	事業提案公募説明会
	・大阪及び東京で事業提案公募説明会を開催

	平成20年9月
	提案募集の結果と提案に関する考え方を公表（106件）
	業務分類と提案件数
・窓口業務　20件　
・債権回収等業務　14件
・税務業務　2件　
・施設等管理運営業務　24件
・職業訓練等業務　9件　
・広報・啓発業務　4件
・観光PR業務　5件　　
・調査業務　3件
・監査・検査業務　2件
・業務改善に関する業務　8件　
・その他　15件

	平成20年10月
	第６回～１０回監理委員会（非公開）
	・第６回～第８回　提案団体プレゼンテーション
・第９回、第１０回　担当部局ヒアリング

	平成20年12月
	第１１回監理委員会（新たな対象業務の選定）
新たな対象業務（９業務）を決定
	・大阪版市場化テスト・提案に対する評価について
・大阪版市場化テスト対象業務検討シート
・大阪版市場化テスト提案の概要と提案に対する考え方（抜粋）

	平成21年4月
	第１２回監理委員会（対象範囲の検討）
	・大阪版市場化テスト・対象範囲等の検討について
・大阪版市場化テスト対象範囲の整理シート

	平成21年4月
	第１３回監理委員会（対象範囲の検討及び実施方針）
	・大阪版市場化テスト監理委員会での論点等整理表
・大阪版市場化テスト対象範囲の整理シート（修正版）
・大阪版市場化テスト実施方針（案）

	平成21年5月
	市場化テスト事業提案を公募（税務業務等７業務）(5/21～7/22)
	事業提案公募した対象業務（７業務）
・監査業務
・税務業務
・府立図書館管理運営業務
・府営水道管理運営業務
・宅建業免許申請受付等業務
・居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業
者等指定申請受付等業務
・医薬品承認申請受付等業務

	平成21年6月
	対象業務ごとに民間事業者等との意見交換（４７事業者）
	民間事業者との意見交換を実施

	平成21年7月
	提案団体プレゼンテーションの実施（４６事業者）
	提案団体のプレゼンテーションを実施

	平成21年8月
	第１４回～１７回監理委員会（官民比較の審議）
市場化テスト事業提案公募結果の公表（４８提案）

	官民比較の審議（非公開）

	平成21年9月
	第１８回監理委員会（官民比較の審議）
対象業務の民間開放の可否を公表
	・大阪版市場化テストの事業提案公募と官民比較について
・対象業務の概要について
・大阪版市場化テスト官民比較等の検討結果につい　　
　て
・大阪版市場化テスト対象業務の整理シート
・大阪場市場化テスト事業実施状況のモニタリング
について

	平成21年12月
	第１９回監理委員会（第一弾対象業務に係るモニタリング・その他）
	・大阪版市場化テストモニタリングについて
建設業許可申請等受付業務他２業務
・府営住宅家賃催告・債権回収業務（業務の範囲）

	平成22年7月
	モニタリングの事前確認項目に係る意見交換（委員・担当課）
	・モニタリングの事前確認項目

	平成23年1月
	第２０回監理委員会（対象業務に係るモニタリング）
	・大阪版市場化テストモニタリングについて
・第一弾対象業務（３業務）
・新たな対象業務（７業務）


　２　提案募集と新たなプロセス
　　（１）新たなプロセス
　　　　対象業務を選定するにあたり、民間事業者等から提案を募集する新たなプロセスを追加しました。（下図参照）






　　（２）提案募集の概要
○　大阪版市場化テストの対象業務選定の参考とするため、提案募集については、府の業務全般に関し、民間で実施可能と考えられる業務や、民間での実施を可能とするための条件等について、広く提案の募集を行いました。
なお、募集の対象となる業務については、下記の参考情報を提供しました。

　　　　○提出主体　　法人格を有する団体（民間企業、ＮＰＯ等）
　　　　○募集期間　　平成20年3月26日から平成20年6月30日
　　　　○府業務に関する質問・照会　　平成20年5月1日から平成20年6月13日
　　　　○提出された提案の取扱い
　　　　　　いただいた提案については、庁内での整理・検討を踏まえて、府の考え方を公表しました。その後、必要に応じて大阪版市場化テスト監理委員会での検討・審議を経て、大阪版市場化テストの対象業務の選定を行いました。
　　（３）提案募集説明会の開催
　　　　　提案募集開始にあたっては、府からの報道提供、ホームページによる周知を行うとともに、より多くの方より提案いただくように、下記のとおり、大阪・東京において説明会を開催し、府の考え方や募集の趣旨、募集内容等について詳細に説明を行いました。
　　　　○平成２０年６月２日　大阪会場（会場：大阪商工会議所　会議室）
　　　　○平成２０年６月４日　東京会場（会場：財団法人　エンジニア振興協会　会議室）
　３　提案募集結果
　（１）提案募集結果の概要

（業務分類と提案件数）
	業　務　分　類
	提　案　件　数

	窓口業務
	２０件

	債権回収等業務
	１４件

	税務業務
	２件

	施設等管理運営業務
	２４件

	職業訓練等業務
	９件

	広報・啓発業務
	４件

	観光ＰＲ業務
	５件

	調査業務
	３件

	監査・検査業務
	２件

	業務改善に関連する業務
	８件

	その他
	１５件

	合計
	１０６件


　４　府の考え方の公表
　　　提案募集において、応募のあった全ての提案（１０６件）について、「提案の概要」と「提案に対する考え方」を整理し、下記のとおり公表を行いました。

＜公表資料（抜粋）＞
平成２０年度大阪版市場化テスト全業務を対象とした提案募集・提案一覧　　　　　政策企画部
	番号
	民間からの提案
	部局
	担当室課
	提案に対する考え方

	
	提案主体
	業務名
	提案内容
	
	
	

	30
	㈱エルネット
	「知事への提言メール」のニーズ抽出
	「知事への提言メール」を当社の「ニーズ抽出」技術を用いることにより、施策アイデア創出に有効なマーケティングデータとして、活用が可能となります。また、ニーズを俯瞰、検索できることで効率よく府民ニーズをキャッチすることが可能となります。
「知事への提言メール」に寄せられる府民の声は「こうしてほしい」「こうすべき」といった「ご意見」が多く、現場の「事実」が見えづらい、マーケティングに活用しにくい情報となっています。そこで、
①記入フォーマットを「事実」と「仮説・要望」欄に分ける
②分野別に一次分類された「生の声データ」を、「こうしたい」という気持ちを読み取ってグルーピングしニーズを抽出（「こんな時こんなふうにしたい」）
③府民の声データベースに、抽出したニーズを追加入力することで、ニーズ別に俯瞰、検索を可能にし、府民のニーズ傾向を把握する。
以上を実践することにより、府民の生の声、現場ニーズに基づいたマーケティングソリューション施策立案につなげることができる。
	政策企画部
	情報公開室
	○提案に対する業務の現状について、府民の声システム管理運営は、既に市場化（民間委託）しています。
○提案について、以下の点で評価できます。提案①②③は、業務の改善提案として参考にさせていただきます。



	
	
	
	
	
	
	


　５　提案に対する検討・評価
　（１）提案内容の分析
　　　　　監理委員会において、提案１０６件すべてについて分析（重複あり）を行い、詳細検討を行う業務を抽出しました。
	主な分析結果
	提案件数

	業務量が小さい業務への提案
	３１件

	既に外部委託を実施している業務等への提案
	３０件

	公権力の行使などについて課題がある業務への提案
	１０件

	府が所管する業務以外への提案
	７件

	廃止・休止する業務への提案
	７件

	法令等の規制があり実施することに課題がある業務への提案
	６件


　（２）詳細検討を行った業務　　
　　　　提案書１０６件のうち、下記業務について、詳細検討を行いました。
　　　　なお、検討の視点として、府民サービスの向上、スリム化効率化、財政的側面（収入up等）、業務の規模、公権力の行使等基幹業務、実現性について検討を行いました。
	分　　類
	業　　　　務

	税務業務
	　税務業務

	施設等管理
運営業務
	　府営水道管理運営業務

	
	　水質検査業務

	
	　府立図書館管理運営業務

	監査・検査業務
	　監査業務

	窓口業務
	　医薬品承認申請受付等業務

	
	　居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業者等指定申請受
付等業務

	
	　宅建業免許申請受付等業務

	債権回収等業務
	　母子寡婦福祉資金催告・債権回収業務

	
	　府営住宅家賃催告・債権回収業務

	職業訓練等業務
	　労働大学講座事業

	
	　高等職業技術専門校運営業務


　（３）提案団体プレゼンテーションと部局ヒアリングの実施
　　　また、民間事業者等からの事業提案について、検討・審議するため、提案団体からのプレゼンテーションを行うとともに、担当部局からもヒアリングを行いました。なお、提案者のアイデア・ノウハウに関することから非公開で行いました。
	第６回監理委員会
	平成20年10月15日
	提案団体プレゼンテーション

	第７回監理委員会
	平成20年10月16日
	提案団体プレゼンテーション

	第８回監理委員会
	平成20年10月17日
	提案団体プレゼンテーション

	第９回監理委員会
	平成20年10月20日
	担当部局ヒアリング

	第10回監理委員会
	平成20年10月23日
	担当部局ヒアリング


　６　対象業務の選定
　　　対象業務の選定については、下記業務について、対象業務検討シートを作成し、審議・検討を行いました。
　　（１）対象業務
　　　　①税務業務
　　　　②府営水道管理運営業務
　　　　③水質検査業務
　　　　④府立図書館管理運営業務
　　　　⑤監査業務
　　　　⑥医薬品承認申請受付等業務
　　　　⑦居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業者等指定申請受付等業務
　　　　⑧宅建業免許申請受付等業務
　　　　⑨母子寡婦福祉資金催告・債権回収業務
　　　　⑩府営住宅家賃催告・債権回収業務
　　　　⑪労働大学講座事業
　　　　⑫高等職業技術専門校運営業務
　（２）対象業務検討シートの内容は、下記例示のとおりです。

　（３）新たな対象業務の選定
　　　　新たな対象業務は、１２業務まで絞り込んだ上で、詳細検討を行い、監理委員会として下記のとおり９業務を選定しました。
　　（新たな対象業務一覧）
	番号
	業　　務　　名
	対象業務の可否

	①
	税務業務
	可

	②
	府営水道管理運営業務
	可

	③
	水質検査業務
	否

	④
	府立図書館管理運営業務
	可

	⑤
	監査業務
	可

	⑥
	医薬品承認申請受付等業務
	可

	⑦
	居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業者等指定申請受付等業務
	可

	⑧
	宅建業免許申請受付等業務
	可

	⑨
	母子寡婦福祉資金催告・債権回収業務
	否

	⑩
	府営住宅家賃催告・債権回収業務
	可

	⑪
	労働大学講座事業
	可

	⑫
	高等職業技術専門校運営業務
	検討継続


　（４）新たな対象業務の決定
監理委員会より、「新たな業務に関する検討のまとめ（提言）」の報告があり、提言書で示された、税務業務等9業務については、同委員会で十分検討がなされたものであり、かつ、公共サービスの質の向上と効率化に資するものと考えられることから、大阪府は9業務を大阪版市場化テストの対象業務に決定しました。
　　　　○対象業務に決定したもの
	業　　務　　名

	税務業務

	府営水道管理運営業務

	府立図書館管理運営業務

	監査業務

	医薬品承認申請受付等業務

	居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業者等指定申請受付等業務

	宅建業免許申請受付等業務

	府営住宅家賃催告・債権回収業務

	労働大学講座事業


　７　対象範囲の検討
　　（１）対象範囲の分析
税務業務他9業務の対象業務について、対象範囲を検討するため、担当部局が以下のように業務分析を行いました。
　　＜主な分析内容＞
	作業内容
	項目に対する具体的な作業内容

	発生回数
	活動全体としての年間の発生回数

	処理者
	課長補佐、主査、主事、非常勤嘱託員、非常勤作業員の別

	年間処理件数
	活動に対する年間の処理件数

	業務を進める上でのポイント（外部方困難な理由を含む）
	必要に応じ、「資格が必要な業務」などの業務のポイント

	対象範囲の区分
	大阪版市場化テストの対象範囲として対象又は対象外（部局意見）


　　＜対象範囲の整理＞




　（２）対象業務の整理シート
　　　　対象業務について、担当部局が作成した下記内容の整理シートを用いて監理委員会で検討・審議を行いました。
○整理シートの内容　　業務の名称、業務の概要、実施体制、対象範囲の整理、主な業務フロー、課題・問題点の抽出
　　○第１２回監理委員会では、対象範囲の整理シートを基に議論を行い、下記のとおり論点を整理し、次回監理委員会で再度議論することになりました。

第１２回大阪版市場化テスト監理委員会での論点等整理表（抜粋）
	対象業務名
	第12回監理委員会での審議結果
	第12回監理委員会での論点・確認事項
	担当部局での対応方針

	税務業務
	基幹業務等と対象業務範囲については、整理を必要としつつも、大筋、担当課（案）で進める。
	1
	基幹業務等と対象業務範囲について、整理が必要。
	◎指摘を踏まえ基幹業務等について、整理を行った上で、新たに対象範囲を拡大。
　・新たに対象範囲とした業務は課税資料整理、申告書、届出書等の受付、初期納税催告、差押え財産処分の補助業務、形式チェックの修正指示等
◎既に対象範囲としている業務のうち、集約化できる業務と現地性を有する業務を整理。
　・集約化できる業務⇒印字・封入封緘や課税資料のデータ化
　・現地化できる業務⇒窓口受付業務や窓口受付に付随する業務
（詳細は別紙１のとおり）

	
	
	2
	「5対象範囲の整理」のうち、納税督促は全て対象外とする表現となってしまっている。対象範囲と対象外範囲を分かりやすく表現すること。
	

	
	
	3
	「7課題・問題点の抽出」　「①時期的集中度合いの高い業務について」の記述を、市場化テストを活用して業務改善を図りたいという旨を明確に表現すること。
	◎指摘を踏まえ、整理シートを修正。

	
	
	4
	「7課題・問題点の抽出」　「③現地性を有する業務について、集約化が困難」については、集約化出来るものは集約化し、府税事務所の配置については今後も効率的であるか検証すること。
	◎指摘を踏まえ、今後とも検証を行う。


（別紙１：税務業務）
１．税務業務における基幹業務等の整理と対象範囲の拡大
	第12回（4/6）監理委員会時における基幹業務（対象外業務）
	審議後の修正点
	対象外とした考え方

	
	新たに対象範囲
とした業務
	基幹業務
（対象外業務）
	

	調査業務（課税のための調査）
	課税資料整理
調査結果入力
照会書発送等
	調査に関する左記を除く業務
	一括りで対象外としていた調査業務について、公権力の行使に該当しないものを切り分けた。

	申告書、申請書等の受理
	届出書等の受付
	申請書等の受理
	許認可等を求める行為である「申請」の受理と、一定の事項を通知する行為である「届出」の受付を区分し、届出の受付については対象範囲業務とした。

	滞納者への納税督促
	初期納税催告
	初期納税催告以外の納税督促
	滞納者への納税督促を一括りで対象外としていたが、自動車税コールセンターで実施するような初期における電話納税催告は対象範囲として切り分けた。

	差押え財産処分
	差押え財産処分の補助業務（鑑定・保管・ｵｰｸｼｮﾝ等）
	差押え財産処分（補助業務を除く）
	差押え財産を換金する過程において、その補助的業務は官にノウハウがないことなどから一部民間委託しており、これを切り分けた。

	申請・申告内容の誤り等に対する指導
	形式チェックの修正指示
	裁量判断を伴う内容の申請・申告
内容の誤り等に対する指導
	「申請・申告内容の誤り等に対する指導」を一括りに対象外としていたが、民間委託により実施する形式チェックにより発見される内容の修正指示について対象範囲業務とした。

	データ入力内容の審査
	データ入力内容の形式チェック
	判断を伴うデータ入力内容の審査
	「データ入力内容の審査」を一括りで対象外としていたが、データ入力内容の形式チェックを対象範囲業務とした。

	（新規追加）
	―
	減免、猶予等の決裁
	公権力を行使するか否かの最終判断業務を対象外として記載した。

	（新規追加）
	―
	督促状発送、滞納整理等に関する決裁
	


２．対象範囲のうち、集約化できる業務と現地性を有する業務の整理




○第１３回監理委員会では、修正した対象範囲の整理シートを用いて審議を行い、対象範囲の決定を行いました。
　８　実施方針の策定
　　○　監理委員会での審議を経て、対象範囲の決定がなされたことから、新たに対象業務として決定した業務について、今後の実施方針として、情報開示内容、提案募集、インセンティブの設定、官民比較の考え方、モニタリング等を下記のとおり決定し、取組むこととしました。
対象業務として決定した9業務のうち、「労働大学講座事業」については、業務規模が小さいことから、直ちに事業者選定を行うこととし、本実施方針の対象に含めないこととしました。

　９　大阪版市場化テスト事業提案公募
　　下記対象業務（７業務）について、事業提案公募を行いました。
	（事業提案を公募する業務）

	業務の名称
	情報開示シート（事業の詳細）

	税務業務
	■情報開示シート [PDFファイル／463KB]
■情報開示シート  [Wordファイル／635KB]

	
	■業務分析シート [PDFファイル／294KB]
■業務分析シート  [Wordファイル／1.28MB]

	府営水道管理運営業務
	■情報開示シート [PDFファイル／8.75MB]
■情報開示シート  [Wordファイル／26.13MB]

	
	■業務分析シート [PDFファイル／177KB]
■業務分析シート  [Wordファイル／297KB]

	監査業務
	■情報開示シート [PDFファイル／238KB]
■情報開示シート  [Wordファイル／280KB]

	
	■業務分析シート [PDFファイル／203KB]
■業務分析シート  [Wordファイル／766KB]

	府立図書館管理運営業務
	■情報開示シート [PDFファイル／2.97MB]
■情報開示シート  [Wordファイル／2.32MB]

	
	■業務分析シート [PDFファイル／291KB]
■業務分析シート  [Wordファイル／1.14MB]

	宅建業免許申請受付等業務
	■情報開示シート [PDFファイル／6.4MB]
■情報開示シート  [Wordファイル／219KB]

	
	■業務分析シート [PDFファイル／237KB]
■業務分析シート  [Wordファイル／1.08MB]

	医薬品承認申請受付等業務
	■情報開示シート [PDFファイル／261KB]
■情報開示シート  [Wordファイル／273KB]

	
	■業務分析シート [PDFファイル／422KB]
■業務分析シート  [Wordファイル／2.98MB]

	居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業者等指定申請受付等業務
	■情報開示シート [PDFファイル／207KB]
■情報開示シート  [Wordファイル／142KB]

	
	■業務分析シート [PDFファイル／233KB]
■業務分析シート  [Wordファイル／994KB]


　※　大阪版市場化テスト実施方針に基づく対象業務のうち、「府営住宅家賃催告・債権回収業務」については、担当部局の業務改革案に基づき、仕様書を作成の上、速やかに外部委託の手続きに着手することとなり、事業提案公募は行わないこととなりました。
　○公募期間　　平成21年5月21日から平成21年7月22日
　○質問期間　　平成21年5月21日から平成21年7月10日
　○提出された事業提案の取扱い　　
　　・アイデア、ノウハウに関わるような具体的な提案内容は、非公開とするが、提案概要いついては公開。
　　　また、本府が実施するよりも効果的な業務の実施が行える提案については、当該提案もしくは当該提案の
　　　一部を活用して仕様書等を作成することがある。
　　・提案の内容等について、後日直接お聞きすることがある。
　　・今回実施する提案公募は、提出していただいた提案をもとに、民間開放の方向性を決定するものであり、
　　　この提案をもって、事業者の選定を行うものではない。
　○提案に対するインセンティブの設定
　　　今後の大阪版市場化テスト監理委員会の審議において、民間開放の方向性が示された事業にいただいた提案のうち、本府の手法より優れた提案と認められたものは、事業者の選定をプロポーザル型コンペ方式において決定する場合、一定のインセンティブを付与することを試験的に実施する。
　○提案者の資格
　　・原則として、株式会社、財団法人、社団法人等法人格を有する団体。複数の団体が共同で提出も可能。
　　・大阪版市場化テストの制度の趣旨を理解し、対象業務を受託して実施する意欲のある団体。
　　・対象業務や類似業務について、実績を有する団体、規模や人員体制などから対象業務を実施することが可
　　　能な団体、もしくは今後対象業務が民間開放された場合には業務の実施(受注)体制を整備する意向を持つ
　　　団体。
　○意見交換会の開催
　　民間事業者等と担当課が直接、意見交換する機会を開催する。１コマ50分。
　○官民比較の考え方
　　１　基礎評価項目
　　　(1)サービス水準　
＜現状と同等程度のサービス水準を維持できること。＞
　　　(2)法令遵守等
＜当該業務にかかわる法令や個人情報の保護等の法令遵守を行い得ること。＞
　　２　具体的な官民比較の評価基準
　　　(1)サービス水準の向上
＜民間事業者等が当該業務を実施した場合、現状と同等程度のサービス水準の質的向上がどの程度図れるか。＞
　　　(2)経費の削減（事業経費等の比較）
　　　　　＜事業経費等の合計について、現状と比較してどの程度削減することができるか。特に１０％削減を一つの目安として評価を行う。＞
　　　　　＜人件費、人件費以外の関連経費等のそれぞれについて、現状と比較してどの程度削減することができるか。＞
　　　(3)「(1)（サービス水準の向上）」と「(2)（経費の削減）」の関係
＜サービス水準の向上と経費の削減は、同程度の割合で評価。＞
　　　(4)提案の実現可能性
＜民間事業者等が提示した経費は、提案の内容を実現するにあたって著しく不合理な点はないかなどに留意して、提案の評価を行う。＞
　１０　官民比較の審議
　　（１）意見交換の実施
　　　　　事業提案募集に伴い、対象業務ごとに民間事業者等と担当課で業務内容や実施方法等についての意見交換を行いました。
　　（２）プレゼンテーションの実施
監理委員会において、事業提案した民間事業者等による提案書のプレゼンテーションを実施し、より正確な内容把握に努めました。
　　（３）官民比較の検討
　　　　　事業提案書については、下記の評価基準により官民比較を実施しました。なお、官民比較において、官よりも優れた提案を行った提案者へは、事業者選定時にインセンティブとして、評価点全体に対して最大５％の評価点を付与することとしました。
　Ａ　官民比較の考え方
　●基礎評価項目
　　①サービス水準＜現状と同等程度のサービス水準を維持できること。＞
　　②法令遵守＜当該業務にかかわる法令や個人情報の保護等の法令遵守を行い得ること。＞
　　【※官民比較の審査で重視すべき事項。（業務ごとに情報開示シートで明示）】
　●具体的な官民比較の評価基準
　　①サービス水準の向上
　　　　　　＜サービス水準の質的向上がどの程度図れるか。＞
　　②経費の削減（事業経費等の比較）
　　　　　　＜事業経費等の合計について、現状と比較してどの程度削減することができるか。特に１０％削減を一つの目安として評価を行う。＞
　　　　　③①（サービス水準の向上）と②（経費の削減）の関係は、同等程度の割合で評価。
　　　　　④提案の実現可能性
　　　　　　＜民間事業者等が提示した経費は、提案の内容を実現するにあたって著しく不合理な点はないかなどに留意して、提案の評価を行う。＞
　　　Ｂ　官民比較手法
　　　　提案書毎に、下記の手法により評価を実施しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　これを踏まえ総合的に評価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務毎に官民比較の評価ポイントを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　詳細に情報開示
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　１１　官民比較の審議結果
　　□第１８回監理委員会では、官民比較を審議し、下記のとおり検討結果を提出しました。

大阪版市場化テスト監理委員会における
官民比較等の検討結果について（抜粋）
（　対象業務の名称　：　税務業務　）
	１．基礎評価（個人情報の保護、事業の目的を達成する観点から重視すべき事項他）

	○本業務については、申告・申請等の形式的チェック等の窓口受付業務や課税資料のデータ化、印字、封入封緘、各種通知書の発送業務など、多岐にわたる税務業務について、第13回委員会で整理し、担当部局が業務の改革案として示した集約化と現地性の考え方に基づいて、包括的かつ具体的な提案となっているかという観点に着目した。
○本業務の性質に鑑み、特に個人情報の保護や情報漏洩防止策に関して、提案者の認識や具体的な手法等の確認を行った。また、情報開示シートで示した確実な業務遂行やホスピタリティの向上策、円滑な連携等「官民比較の審査で重視する事項」を踏まえた提案となっているか、確認を行った。
○これらについて、多くがこれらの趣旨に沿った提案であり評価できるものであったが、一部の業務に限定したものや、具体性に乏しい提案については厳しく評価した。


	２．サービスの向上（府で実施するよりも優れている点や実施方法の具体性他）

	○サービスの質の向上に関して、以下のように多様な視点から具体性・実現可能性の高い提案があり高く評価した。
・精緻な業務分析を行った上で、業務の繁閑による業務量に応じた人員配置
・業務フローを見直した上で評価指標を設定し、確実な業務の進行管理とレベルアップが期待できる方策
・ホスピタリティの向上方策
・フロントオフィス（市場化テスト対象範囲）とバックオフィス（府職員）の円滑な連携方策
・税目毎に細分化している窓口の統合
○併せて、提案内容についての実施手法の具体性や実現性に関して、以下のように確認した。
・円滑な業務実施の観点から、業務引継ぎスケジュールの設定と確実な引継ぎの実施。
・継続的なサービスの向上に繋がるモニタリングの実施とその結果のフィードバック。
○一方で、再委託については、本業務の情報管理の観点から、慎重に対応すべきと考える。

	３．コストの削減（事業経費等の合計や人件費等でどの程度コストを削減することができるのか他）

	○コストについては、大阪府の財政状況や行財政改革を実施している現状を踏まえ、事業経費等の合計について、１０％以上の削減が見込まれるものは特に評価した。
○併せて経費見積もりの妥当性では、単に人件費を削減するだけでなく、人材調達の採用プロセス等や研修によるスキルアップ等について、詳しく提案されているものもあり、民間事業者ならではの提案として評価した。

	４．提案の実現可能性（組織運営体制や類似業務の実績他）

	○本業務では、業務規模が大きいため、集約化する業務と窓口業務等現地性の高い業務を包括的に行う上でのスムーズな運営体制の構築や、多数のスタッフの業務レベルを均質に保つための方策など、提案のあったサービス向上の手法を担保できる内容となっているかについて確認した。
・明確な役割分担、業務内容の設定
・スタッフを統括し、府職員とのミーティングや連絡調整等を一元的に行うスーパーバイザー等管理監督者の設置
・管理監督者やスタッフ等の勤務形態の確認
・スタッフ等が継続的に業務スキルを向上させるための研修制度
・スタッフ評価制度の導入。
○併せて、他の自治体や民間企業での類似業務の実績について確認した。


□対象業務の官民比較に関する検討のまとめ
　　　第１８回監理委員会の審議を経て、監理委員会にて「対象業務の官民比較に関する検討のまとめ（提言）」がとりまとめられ、民間開放の可否について、知事あてに提出されました。
官民比較を行った業務の提案数及び民間開放の可否
	№
	対象業務の名称
	提案件数
	民間開放の可否

	１
	税務業務
	８件
	民間開放

	２
	府営水道管理運営業務
	６件
	民間開放

	３
	監査業務
	５件
	民間開放

	４
	府立図書館管理運営業務
	６件
	民間開放

	５
	宅建業免許申請受付等業務
	１１件
	民間開放

	６
	医薬品承認申請受付等業務
	５件
	民間開放しない

	７
	居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業者等指定申請受付等業務
	７件
	民間開放

	
	計
	４８件
	


　１２　府としての民間開放決定
　　平成２１年９月１０日に開催した第１８回監理委員会の審議結果、提言を踏まえ、下記のとおり大阪府として、対象業務の民間開放の可否を平成２１年９月２４日決定しました。
◎民間開放する業務　⇒税務業務、府営水道管理運営業務、監査業務、府立図書館管理運営業務、
宅建業免許申請受付等業務、居宅サービス事業者等指定申請受付等業務
◎民間開放しない業務⇒医薬品承認申請受付等業務 
	業務名
	業務の内容（対象範囲）
	市場化テスト対象範囲
	提案
件数
	監理委員会（9月10日）の

審議結果等
	民間開放の可否

	
	
	人　員
	コスト
（千円）
	
	
	

	
	
	常勤
	非常勤
	
	
	
	

	税務業務
	府税事務所における公権力の行使や裁量判断を伴う業務、意思決定等に関するものを除く窓口業務、資料のデータ化、各種通知書の発送業務等。

○窓口受付業務（申告・申請・届出等の形式チェック、修正指示、各種相談、窓口受付時の入力及び入力内容のチェック、帳票編綴、調査資料の整理等）　○資料のデータ化（申告情報、調査結果のデータ化、データ修正　等）　○印字、封入封緘、発送（各種通知、督促状、封入封緘　等）
	78人
	4人
	799,770
	8件
	○業務の効率化や実施手法内容の具体性という観点で優れた提案　が多数あり、民間のアイデア・ノウハウを活かすことで業務の効率化ができると評価。
○府民に対するサービスレベルという視点で窓口でのサービスを中心にホスピタリティーの向上などサービスの質の向上が期待できると評価。
	民間
開放

	府営水道管理運営業務
	府営水道業務（主に旧水道サービス公社　実施分）における施設の維持管理、日常点検、設計・監督補助業務等。
○村野浄水場各種監督補助業務　○一津屋取水場監督補助・維持管理業務　○主要ポンプ場等巡視点検業務　等
	4人
	5人
	143,896
	6件
	○現状の業務の質を維持しながら、現状のコストよりは、かなり効率的に業務を実施できるという提案があり評価。
	民間
開放

	監査業務
	監査委員事務局が実施する監査全般で、基本方針や監査計画等の策定、監査委員との調整業務、監査結果の公表など事務局が主体的に実施すべき事項を除く。

○定期監査（財務）　○行政監査（事務監査）　○随時監査　○財政的援助団体の監査　○特別監査　○例月現金出納検査　等
	29人
	0人
	281,514
	5件
	○監査の独立性の確保、監査能力及び質を向上させるという観点で優れた提案があり、民間のアイデア・ノウハウを活かすことで、監査機能の強化を図ることができると評価。
○本業務については、官と民が共同で実施すべき業務と判断した。監査委員において、互いの強みを活かして役割分担を行い、ベストの組み合わせを構築した上で、民間開放すべきとの結論。
	民間
開放

	府立図書館管理運営業務
	図書館における司書の知識・経験を必要とする業務を除くカウンター業務や利用案内などレファレンスサービス業務等。

○カウンター業務（利用者登録、貸出・返却・予約等）　○レファレンスサービス（利用案内、所蔵調査、所在調査等）　○書庫出納　○資料の収集・整理業務（受入登録、書誌・所蔵データ管理、資料装備等）　○書架整理、蔵書点検、修理　○他図書館への協力図書貸出等　○生涯学習事業の実施・広報業務　等　
	19人
	42人
	343,547
	6件
	○資料整理などバックヤードの業務については、具体的な業務改善の工夫とともに効率化が期待できる提案があった。また、簡単な蔵書の検索、書籍案内などについてはコンシェルジュを配　置することで接遇のレベルを向上させるなど、サービスの質の　向上が期待できる具体的提案があり評価。
	民間
開放

	宅建業免許申請受付等業務
	宅地建物取引業免許、宅地建物取引主任者登録申請などにおける公権力の行使（審査）等を除く申請窓口業務。

○形式チェック（記名押印、記載事項等の確認、添付資料等）　○不備補正の指示　○通知はがき発送業務　○閲覧対応　○申請にかかる電話･相談対応　等
	3人
	3人
	32,293
	11件
	○民間のアイデア・ノウハウを活かすことで業務の効率化と窓口でのサービスにおいてホスピタリティーの向上などサービスの質の向上が期待できると評価。
	民間
開放

	医薬品承認申請受付等業務
	薬剤師免許、薬局・医薬品販売業許可申請などにおける公権力の行使（審査、実地調査）等を除く申請窓口業務。

○形式チェック（記名押印、記載事項等の確認、添付資料等）　○不備補正の指示　○データ入力業務　等
	1人
	3人
	13,868
	5件
	○業務規模が小さいため、民間のアイデア・ノウハウを発揮できる余地が小さく、そのため官の現状よりも優れた手法を民の提案の中で確認できなかった。
	民間開放しない

	居宅サービス事業者等指定申請受付等業務
	居宅サービス事業者、障がい福祉サービス事業者指定申請などにおける公権力の行使（調査、実地調査）等を除く申請窓口業務。

○形式チェック（記名押印、記載事項等の確認、添付資料等）　○不備補正の指示　○受付簿記入　○データ入力業務　○指定時研修　等
	3人
	18人
	60,453
	7件
	○民間のアイデア・ノウハウを活かすことで業務の効率化と窓口でのサービスにおいてホスピタリティーの向上などサービスの質の向上が期待できると評価。
	民間
開放

	合　計
	137人
	75人
	1,675,341
	48件
	　
	　


※府営住宅家賃催告・債権回収業務(退去者滞納分)については、審議の結果、担当部局の業務改革案に基づき、仕様書を作成
の上、速やかに外部委託の手続きに着手するとの結論に達した。
※他の執行機関に対しては、大阪版市場化テスト監理委員会の審議結果を十分尊重することを要請する。 
	・民間開放　 　 ⇒常勤職員107＋α人　非常勤職員72人　コスト約13.8＋α億円　（※α：監査業務の民間開放実施分）　
・民間開放しない⇒常勤職員        1人　非常勤職員　3人　コスト約1,300万円


１３　成果と課題
（１）提案募集について
　　・　民間事業者等からは、府から積極的な募集案内や説明があったことは初めてであり、歓迎するものであるとの意見があった。
　　・　民間事業者等からは、府の業務全般の提案募集により、提案範囲が拡がり、実際の提案につながったとの意見があった。
　　・　府の業務全般に関わることから、募集期間を約3か月設定したが、民間事業者等からは、適切な検討期間であったとの意見があった。
　　・　民間事業者等からは、募集説明会を大阪、東京で実施したことについて、今までこのような説明会はあまり実施されたことがなく、特に東京での開催について歓迎された。
　　・　提案の中には、府所管外の提案や、既に外部委託済みの提案、業務量が非常に小さいものへの提案もあり、募集規模等の検討も必要であった。
　　・　提案を希望している民間事業者等は、積極的な質問を行う傾向にあり、また、具体の提案がなされる傾向にもあり、提案前の官民のコミュニケーションが重要であったと考えられる。
　　・　提案概要の公表については、民間事業者等のアイデアやノウハウに関わる内容が含まれる場合もあり、民間事業者等からは慎重な対応が求められた。
　　・　提案書の作成にあたっては、担当課への直接質問や意見交換、現地訪問を行わないようにしていたが、民間事業者等からは、提案前に現地調査等を求める声が寄せられた。
　　・　民間事業者等からは、提案することによる事業者選定時などでの優遇（インセンティブの付与）を求める声があった。
　　・　民間事業者等からは、事業提案自体は、事業者選定につながらないことから、他社等の動向を見たり、自社のアイデアやノウハウを出し惜しんだりしたとの声があった。
　　・　民間事業者等では、市場化テスト等への理解不足などから、事業提案に対し、社内での理解が得られにくいとの意見があり、大阪版市場化テストだけでなく、「市場化テスト」自体の認知不足があったと考えられる。
　（２）対象業務の審議
　　　・　一部、市場化テストの制度を理解していない提案者もいたが、部局ヒアリングは、提案者、担当部局とも相互理解を図るために有効であった。
　　　・　提案者によるプレゼンテーションは、提案書の内容だけでなく、提案者の考え方等を理解するためにも有効であった。
　　　・　審議にあたっては、すべての提案を検討し、かなりの労力と時間を要した。また、提案内容や事業規模に関係なく、すべてを検討対象としたため、提案数に比例した時間を要した。
・　民間事業者等からも、監理委員会の傍聴を通じて、市場化テストや対象業務についての理解が進んだとの声があった。
　（３）対象範囲の絞り込み
　　　・　対象範囲の絞り込みを公開の監理委員会で行ったことで、民間事業者等、担当部局の理解が深まったとの声があった。
　　　・　対象業務の検討にあたり、業務に関する専門家（有識者、研究者）に参画して欲しいとの要望が担当部局からあったが、そもそも現業務を担う「官」が専門家であること、府民目線での検討が重要という観点から、監理委員会の枠組みでの検討を実施した。
　　　・　担当部局による対象業務の切り分けは、その取組みに対する積極性（市場開放）の差から、濃淡やバラツキが見られ、検討や審議に時間を要した。
　　　・　対象範囲の確定が、民間事業者のアイデアやノウハウが生かせるかどうかの影響が大きいため、範囲の決定には、慎重かつ緻密な検討が必要であった。
　（４）事業提案公募・官民比較
・　事業提案については、官より優れた提案をした場合、事業選定時の評価として最大５％のインセンティブ付与を行うとしたため、民間事業者等からは、積極的な提案を行ったとの声があり、歓迎する民間事業者等も多かった。
・　監理委員会による民間事業者等との意見交換の実施は、相互理解に有益であった。
・　提案書の中には、一般的な記述にとどまるものや、対象業務の一部のみに特化したものもあり、さらなる市場化テストと事業提案公募への理解が必要であった。
・　公募要項で、官民比較の評価項目を示していたが、一部提案書では、評価項目となるものが欠落していたものもあり、丁寧な説明が必要であった。
・　提案書の中には、単年度コストは低いが、ライフサイクルコスト全体の負担が大きいものもあり、内容検討には慎重を期した。
・　提案の実現可能性については、提案書だけで判断するのではなく、プレゼンテーションを通じて理解できることもあり、プレゼンテーション機会の付与は重要であった。
・　官側の業務分析が、民間事業者側には理解しづらいとの意見があり、補足説明を要することもあった。
・　ヒアリングやプレゼンテーションでは、提案内容の情報保護の観点から、提案者間の接触がないように配慮したが、どうしてもその前後で顔を合すこともあり、互いの提案内容を意識しているようであり、提案企業名を尋ねる提案者業もあった。
・　官民比較にあたっては、すべての提案書について検討、審議を行ったことから、監理委員会、事務局（府）ともに、多くの時間と労力を要した。
・　インセンティブ付与結果について、提案者ごとに丁寧な説明等を心がけたが、自社に対するインセンティブ率に関し、不満や根拠を求める提案者もあった。
・　民間事業者の中には、実際の事業者募集まで、企業ノウハウやアイデアを出し惜しむ企業があったようで、事業提案の段階では一般的な記述に留まる企業もあり、インセンティブ付与結果を聞いてから、残念だったという企業もあった。
・　医薬品承認申請受付等業務のような業務量が比較的少ない業務については、民間開放するメリットが無かったものがあった。
　　　　　
　　（５）その他
・　提案募集から対象業務決定までに「時間がかかりすぎ」という意見が、民間事業者等からあった。
・　対象業務の業務範囲の大小に関係なく、事業提案や官民比較の検討を同じ実施方法としたことには、その効率性から、検討の余地があると感じられた。
　　　　　
第５章　事業者選定の実施
　１　第一弾対象業務
対象業務の事業者選定は、各担当部局において、公募型プロポーザル形式で事業者募集を行い、その事業者選定にあたっては、別途、選定委員会を設置した上で決定し、契約を行いました。
この選定委員会は、担当部局において、外形的公平性の観点から委員選定を行い、事業者を決定するものであり、より中立的な第三者機関の立場を明確にするためにも、大阪版市場化テスト監理委員会及び事務局である行政改革課は、実際の事業者選定には関与しないものとしました。
（１）　第一弾対象業務の事業者選定概要　　　　　　　　　　　　　（平成23年12月末現在）
	事業名
	募集概要
	契約内容等

	職員研修業務
	募集期間：H19.11.1～H19.11.26
募集期間：(H22.8.24～H22.9.30)
主な業務：職員研修の企画・実施
応募事業者数：７社（４社）
	契約者名：株式会社東京リーガルマインド
契約金額：162,603千円(149,831千円)
契約期間：H20.1.31～H23.3.31 
(H23.2.28～H26.3.31)
特記事項：事業開始は、H20.4.1(H23.4.1)～

	自動車税催告業務
	募集期間：H21.2.25～H21.3.19
主な業務：未納者への納税催告
応募事業者数：４社
	契約者名：株式会社ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｱｸﾄ
契約金額：414,750千円
契約期間：H21.4.17～H24.3.31
特記事項：事業開始は、H21.5.1～

	建設業許可申請受付等業務
	募集期間：H20.8.26～H20.10.3
主な業務：建設業許可申請等受付
応募事業者数：７社
	契約者名：株式会社メディカルアソシア
契約金額：278,938千円
契約期間：H21.1.1～H25.12.31
特記事項：事業開始は、H21.4.1～


　　　※　(   )書きは、第２期募集の内容
　（２）従来の実施に要した経費と契約額の比較（１年あたり）
＜除く、自動車税催告業務＞
	事業名
	従来の実施に
要した経費(a)
	契約額(b)
	想定削減額(c)

	職員研修業務
	120,515千円
	54,201千円
	66,314千円

	建設業許可申請受付等業務
	 98,849千円
	58,724千円
	40,125千円


※(a)は情報開示したコストより算出
※(b)は契約金額を年額に再計算（当初契約金額を契約期間で按分計算）
※(c)は(a)-(b)
　２　新たな対象業務
新たな対象業務にかかる事業者選定についても、各担当部局において公募型プロポーザル形式で事業者募集を行い、その事業者選定にあたっては選定委員会を設置した上で決定し、契約を行いました。また、第一弾対象業務と同様に、事業者選定に関しては、大阪版市場化テスト監理委員会及び事務局である行政改革課の関与は行いませんでした。
（１）新たな対象業務の事業者選定概要　　　　　　　　　　　　　（平成23年12月末現在）
	事業名
	募集概要
	契約内容等

	税務業務
	募集期間：H21.12.4～H22.1.12
主な業務：窓口受付等
応募事業者数：８社
	契約者名：ｱﾃﾞｺ株式会社/TIS株式会社連合体
契約金額：755,873千円
契約期間：H22.3.2～H25.1.31
特記事項：事業開始は、H22.4～

	監査業務
	募集期間：H21.12.9～H22.1.29
主な業務：監査業務
　　　　　Ａ　環境農林水産部、住宅まちづくり部、都市整備部、水道部
　　　　　Ｂ　総務部・会計局
応募事業者数：６社
	契約者名：Ａ　新日本有限責任監査法人
契約者名：Ｂ　あずさ監査法人
契約金額：Ａ　131,040千円
契約者名：Ｂ　 95,445千円
契約期間：H22.4.1～H25.3.31
特記事項：事業開始は、H22.4～

	府立図書館管理運営業務
	募集期間：H21.12.7～H22.1.18
主な業務：カウンター業務等
応募事業者数：５社
	契約者名：株式会社図書館流通センター
契約金額：665,234千円
契約期間：H22.4.1～H25.3.31
特記事項：事業開始は、H22.4～

	宅建業免許申請受付等業務
	募集期間：H22.2.1～H22.3.5
主な業務：宅建主任者登録申請等窓口業務等
応募事業者数：７社
	契約者名：ランスタッド株式会社
契約金額：74,246千円
契約期間：H22.5.1～H25.12.31
特記事項：事業開始は、H22.7～

	居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業者等指定申請受付等業務
	募集期間：H22.3.25～H22.5.7
主な業務：指定申請窓口業務等
応募事業者数：５社
	契約者名：ランスタッド株式会社
契約金額：70,635千円
契約期間：H22.7.1～H24.3.31
特記事項：事業開始は、H22.10～

	府営住宅家賃催告・債権回収業務（退去者滞納分）
	募集期間：H22.3.26～H22.5.14
主な業務：退去者滞納の債権回収
応募事業者数：２社
	契約者名：弁護士法人関西特許法律事務所
契約金額：目標回収率2.2％,成功報酬率35％
契約期間：H22.11.10～H25.3.31
特記事項：事業開始は、H22.11～

	府営水道管理運営業務
	募集期間：H21.11.19～H21.12.25
主な業務：施設維持管理等
応募事業者数：２社
	契約者名：株式会社大阪水道総合サービス
契約金額：203,375千円
契約期間：H22.2.8～H24.1.31
特記事項：事業開始は、H22.3～。H23.4より大阪広域水道事業団へ移行


（２）従来の実施に要した経費と契約額の比較（１年あたり）
＜除く、府営住宅家賃催告・債権回収業務＞
	事業名
	従来の実施に
要した経費(a)
	契約額(b)
	想定削減額(c) 

	税務業務
	799,770千円
	266,779千円
	532,891千円

	監査業務
	106,781千円
	75,495千円
	31,286千円

	府営水道維持管理業務
	143,896千円
	108,063千円
	35,833千円

	府立図書館管理運営業務
	343,547千円
	221,745千円
	121,802千円

	宅建業免許申請受付等業務
	32,293千円
	21,214千円
	11,079千円

	居宅サービス事業者等
受付等業務
	60,453千円
	40,575千円
	13,363千円


※(a)は情報開示したコストより算出
※(b)は契約金額を年額に再計算（当初契約金額を契約期間で按分計算）
※(c)は(a)-(b)
　３　成果と課題
　　・　外形的公平性確保の観点から、市場化テスト対象業務検討等を担う監理委員会と各部の設置事業者選定を審査する事業者選定委員会の権限の分割を図った。
　　・　民間事業者等からは、民間開放決定まで監理委員会等が関わった経緯から、事業者選定についても、引き続き、監理委員会が関与する方が、より提案も理解されやすいのではないかという意見があった。
　　・　監理委員会における民間開放の方向性、審議結果等、及びこれらにより示された事業の目指すべき事項については、各担当部局が、事業者選定委員会において説明することとしたが、担当部局からは、事務局である行政改革課の関与を求める声があった。
　　・　募集要項の仕様書は、各担当部局が監理委員会での提言等を踏まえ作成することとし、行政改革課は、詳細な部分について関与はしなかった。
　　・　事業者募集は適宜、各担当部局において、募集説明会の開催や現地説明など、積極的な募集案内を行った。
　　・　提案書の中には、自社で直接作成を行っていないと思われる提案書も見受けられ、担当部局は、提案内容の実現可能性について、詳細に検証する必要があった。
　　・　民間事業者等からは、仕様書の作成にあたり、民間事業者等のノウハウ・アイデアを取り入れて、実際の仕様書に反映する仕組みづくりができないかという意見があった。
　　・　公募型プロポーザルは、最優先交渉事業者を選定後、業務内容を個別協議することになることから、民間事業者からは、募集要項や仕様書の内容が不充分として、より詳細な内容提示が望まれた。
　　・　サービス水準を確保する観点から、業務水準を定めた場合は、達成状況に応じたインセンティブや支払留保等の検討も必要との監理委員会からの指摘があった。
　　・　事業者決定に関する評価方法、評価点、評価基準などについては、総じて情報開示していたが、民間事業者等からは、事業者決定に関する情報公開請求も行われた。
　　
第６章　モニタリングの実施
　
１　モニタリングの実施経過
	年　　月
	実施内容等
	資料等

	平成21年12月
	第19回監理委員会（第一弾対象業務モニタリング）
	モニタリング
・大阪版市場化テストモニタリングについて
・建設業許可申請受付等業務
・自動車税事務所の催告事務等業務
・職員研修業務
業務の範囲
・府営住宅家賃催告・債権回収業務

	平成23年1月
	評価シートの公表
	モニタリング
　・平成21年10月～平成22年3月の評価シートを公表

	平成23年1月
	第20回監理委員会（第一弾・新たな対象業務モニタリング）
	モニタリング
・大阪版市場化テストモニタリングについて
・１０対象業務

	平成23年7月
	第１回モニタリング委員会（第一弾・新たな対象業務モニタリング）
	・大阪版市場化テスト対象業務モニタリング委
員会設置要項
・モニタリング委員会概要
・委員名簿
・議事規定
・対象業務の概要
・モニタリングの実施方法、評価様式
・モニタリング（１０業務）

	平成24年1月
	第２回モニタリング委員会（第一弾・新たな対象業務モニタリング）
	モニタリング
・モニタリングの実施方法
・対象業務の概要
・モニタリング（９業務）


　２　モニタリングの実施方法
　　平成２１年９月に開催の第１８回監理委員会において、モニタリング及び契約における留意事項について整理検討を行い、「大阪版市場化テスト事業実施状況のモニタリングについて」を決定し、　　　以下のとおり対応していくことを決定しました。
（１）大阪版市場化テスト事業実施状況のモニタリングについて
■大阪版市場化テストにおけるモニタリングとは
　　　　　大阪版市場化テストにおいては、公共サービスを継続的かつ安定的に供給する観点から、モニタリングを重視し実施することとしました。
　　　　　モニタリングは、対象業務の外部委託に伴い、事業者と担当課が自ら業務の改善・評価を行い、業務の履行確認、サービスの質の維持・向上等を目的に行うものです。
また、監理委員会は、担当課からの報告を受け、その内容等により、指摘・提言を行い、事業者と担当課は、さらなる業務の充実・発展に努める仕組みでです。
■モニタリングの項目
　委託業務を行う上で、「基礎的項目」と「サービスの提供に関する項目」の観点からモニタリングを行います。

	モニタリング項目
	評価の視点（例示）※１
	受託者の評価
	担当課の評価

	Ａ．基礎的項目（公共サービスの担い手としてふさわしい取組み姿勢・体制づくり・人材育成等の観点から評価する項目）
　　○、△、×の３段階で評価

	①適切な人員体制
	事業実施に必要な人員確保・人員配置
	
	

	②責任体制の確立
	従事者への管理監督体制・責任体制
	
	

	③人材育成
	従事者への研修・情報提供
	
	

	④安全管理体制
	・事故の未然防止の取組み
・事故発生時の対応マニュアル・緊急連絡体制
・従事者への教育・訓練内容
	
	

	⑤個人情報保護
	・事故の未然防止の取組み
・事故発生時の対応マニュアル・緊急連絡体制
・従事者への教育・訓練内容
	
	

	⑥情報提供
	・利用者等への情報提供・説明の姿勢
	
	

	⑦サービスの継続性
	・サービスの継続性
	
	

	Ｂ．サービスの提供に関する項目（利用者の満足度の観点から評価する項目）
　　⇒※業務毎に具体的に設定するもの　　◎、○、△、×、－の５段階で評価

	①利用者の満足度調査
	・利用者の満足度調査
・調査結果のフィードバック
	
	

	②サービス水準の確保
	・現行の業務水準の確保
・業務履行の正確性、業務のチェック体制
・業務処理や課題解決の迅速性
・公平なサービス提供、対応
・身だしなみ、言葉遣い、利用者に対する説明（電話対応含む）
	
	

	③計画的運営
	・事業実施の計画性
	
	

	④サービスの質の向上に向けた取組み
	・官民比較の審議で重視した項目の達成状況
・利用者の利便性向上に向けた取組み
・利用者のクレーム、要望に対する対処状況
	
	

	⑤その他創意工夫
	・その他亜事業者による創意工夫
	
	


■モニタリングの体制
　　　　○事業者による自己評価
　　　　　⇒定点観測の時期・頻度、自己評価項目を設定
　
　　　　○所管課によるモニタリング
　　　　　⇒モニタリングの実施（場合によりヒアリングや立ち入り調査を実施）

　○大阪版市場化テスト監理委員会への報告
　　　　　⇒モニタリング項目の中から重要なものを監理委員会に報告
　
■モニタリングの時期
　　　　○事業者による自己評価（年複数回、ex.四半期毎等）
　　　　○所管課によるモニタリング（年複数回、ex.半年毎等）
　　　　○監理委員会への報告（ex.年１回等）
■モニタリング結果の公表
　年１回、監理委員会への報告内容をホームページで公表する。
■モニタリング結果の反映
　　　　○事業者との契約の履行状況確認に活用する。
　　　　○必要な事項は直ちに事業者と府が協議の上、改善を行う。
　　　　○適切に業務が実施されていない場合は、契約解除を含めた措置を講じる。
　　　　○次回公募における仕様書作成のための資料として活用する。












（２）契約における留意事項（大阪版市場化テストにおいて留意すべき事項）
	１．　契約期間（複数年契約の検討）
・事業者の創意工夫やノウハウを活かすという観点から、単年度契約ではなく、複数年契約（３年等）を原則とする。

	２．　サービスの内容、質、水準
・包括的な業務委託を実施する場合、適切にサービスの内容を仕様書（要求水準書）に記述することが重要であり、その中で、サービス内容とその質については、できる限り具体的に記述することとする。
・又、可能なものについては定量的な指標を示すなど、その客観化に努めるものとする。

	３．　モニタリングの方法
・これまでの委託契約においても、発注者の検査や受託者からの業務状況の報告などについての規定はあるが、積極的なモニタリングについては留意されていない場合が多い。
・大阪版市場化テストにおいては、公共サービスを継続的かつ安定的に供給する観点から、モニタリングを重視している。
・具体的にどのようなモニタリングを実施するかについては、基本的な考え方を示すとともに、業務に応じた検討が必要である。
・業務に応じて、府、受託者、それぞれのモニタリングに関する役割などに留意する必要がある。

	４．　リスク分担
・リスク分担については、例えば賃金の値上がりなど、当然に受託者側で負担すべきと考えられている事項もあれば、明確な取扱いが規定されていない事項もある。
・大阪版市場化テストにおいては、包括的な業務委託を実施することに鑑み、リスク分担にも留意することを原則とする。

	５．　守秘義務
・業務を実施する過程において、秘密を知り得る場合があることから、これらが外部に漏洩することを防止するため、守秘義務の遵守に留意する必要がある。

	６．　個人情報の保護
・行政サービスを実施する際には、住民や職員の個人情報を扱うことが少なくない。そのため、当該業務を委託して行う場合は、それらの個人情報が事業者側から漏洩することを防止する措置を講じるなど、個人情報の保護に留意する必要がある。

	７．　契約解除
　　（受託者側の都合による解除の場合のペナルティ条項・モニタリングとの連動）
・委託契約においては一般に解除の規定を定めている。
・定型的な業務委託の場合は契約に反しているかどうかがわかり易い面もあるが、包括的な業務委託の場合は、その実施手法等についても事業者側の裁量に任せていることが多いことから、モニタリングを通じて、業務が適切に執行されているか確認をするとともに、必要に応じて解除等の権限を行使するなどの措置が必要となる。
・また、行政サービスの実施の委託であることから、サービスの中断は住民サービスの低下に直結するので、ペナルティとして違約金条項についても規定する必要がある。

	８．　業務の引継ぎ
・契約期間終了後も、継続的にサービスを提供するためには、従前の事業者が業務を終了するに際して、府若しくは府の指定の者(次期の業務受託事業者）へ、的確に業務引継ぎを行うことが不可欠となる。
・関係書類をはじめ、申送り事項など、円滑な業務の継承の観点から、業務に応じた引継ぎに関する事項に留意する必要がある。


　３　第１９回監理委員会
　　（１）平成２１年１２月には、第一弾対象業務のモニタリングを下記のとおり実施しました。
	業務の名称（評価シート）
	主な評価・結果

	建設業許可申請受付等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00032816/siryou2%20kennsetugyoukyokasinseiuketuketou%20.pdf
	○満足度調査
・委託前 満足58%　⇒委託後 満足35%
・目標75%に及ばなかった。
○業務水準
　エラー率(3%未満)、達成率(100%)、職員満足度(65%)
・達成率のみ一部未達成(5月)
○待ち時間等
・窓口増設(8名⇒最大13名)
・受付時間拡大・昼間の受付(9:30～16:00⇒9:30～17:00、12:00～13:00開庁)
・待ち時間短縮(最大待ち時間３時間⇒最大待ち時間１時間半：平均5～15分)

	自動車税事務所の催告事務等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00032816/siryou3%20jidousyazei%20saikokujimu%20.pdf
	○満足度調査
　・オペレータがアンケート形式で実施
　・電話納税催告(満足・やや満足82.6%、ふつう16.6%、やや不満・不満0.8%)
○業務水準
　・催告（応答率30%、ｴｽｶﾚｰｼｮﾝ率10%未満）
　・問合せ（放棄率5%未満、応答率85%以上、一次回答率90%以上、話中呼数）
　・電話放棄率以外は、要求水準を達成
○収入率
　・年度途中のため、評価なし

	職員研修業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00032816/siryou4%20syokuinkensyu%20.pdf
	○目標達成度・内容評価値
　・委託前後で大きな変化なく、高いレベルで推移
○業務水準
　・提出納期、研修室貸出ミス件数
　・提出物の遅滞、貸出誤りがあった。


　　（２）監理委員会からの提言・意見
	建設業許可申請受付等業務

	・　満足度調査については、府が直接実施していた時と比較する視点をもって回答いただくことも検討すべき。
・　満足度調査結果から、適正な水準を確認し、適宜見直していくことも必要。
・　補正の指示について、公権力の行使に近い行為を行っていないかという視点を満足度調査に取り入れるべき。
・　要求水準のエラー率や達成率については、委託前のデータとの比較検証を行い、評価指標が適正であるか確認すべき。
・　要求水準の職員満足度という主観的指標が設定されているが、要求水準を基に減額を行うなら、客観的指標を取入れるべき。

	自動車税事務所の催告事務等業務

	・　個人情報の保護について、故意に情報を流出される行為の対応措置、情報漏洩のあった場合の取りうるべき措置、納税者情報等の厳格な管理をすべき。
・　満足度調査について、受託者が実施した結果だけに頼らず、別の視点からチェックする仕組みを整備すべき。電話催告とお問合せは、内容が異質であり、質問項目を整理し、より適正な満足度調査を行うべき。
・　要求水準について、評価指標は、委託前データと比較検証等を行い、適正であるか確認すべき。電話応答率は、実績データがない中、設定したのであれば、今後、継続して適正な指標及び水準を確認し、適宜見直しが必要。減額等のペナルティは、適正な要求水準を整理した後に行うべき。
・　催告時間について、受託者と協議して見直すべき。お問合せ業務は、催告業務と異なった受付時間を設定することも検討すべき。

	職員研修業務

	・　評価について、民間事業者と担当課の評価が分かれており、評価項目の基準や視点が両者で異なっているのではないか。今後、双方で協議を行い、共通認識を持つべき。


　４　モニタリングの実施方法の追加
　　平成２２年２月に自動車税コールセンター（自動車税事務所の催告事務）について、契約上の手続きを踏まずに業務の一部について、受託者が再委託していたこと等が判明しました。
大阪府では、それを受けて、より適切なモニタリングを行うために下記のとおり、事業実施状況のモニタリングについて、一部変更を行いました。
＜変更部分＞
○モニタリング項目の追加【⑥適正な手続き（再委託）】
○モニタリングにあたっての事前確認の実施【事前確認実施項目の設定（★印の４項目）】

大阪版市場化テスト事業実施状況のモニタリングについて
３．モニタリングの項目
	モニタリング項目
	評価の視点（例示）※１
	受託者の評価
	担当課の評価

	Ａ．基礎的項目（公共サービスの担い手としてふさわしい取組み姿勢・体制づくり・人材育成等の観点から評価する項目）
　　○、△、×の３段階で評価

	
	
	
	

	
	
	
	

	⑤個人情報保護
	・事故の未然防止の取組み
・事故発生時の対応マニュアル・緊急連絡体制
・従事者への教育・訓練内容
	
	

	⑥適正な手続き（再委託）
★
	・適切な手続の確認
・再委託先、再委託する業務内容、情報管理に関する問題の有無の確認
	
	

	⑦情報提供
	・利用者等への情報提供・説明の姿勢
	
	

	⑧サービスの継続性
	・サービスの継続性
	
	

	Ｂ．サービスの提供に関する項目（利用者の満足度の観点から評価する項目）
　　⇒※業務毎に具体的に設定するもの　　◎、○、△、×、－の５段階で評価

	①利用者の満足度調査
★
	・利用者の満足度調査
・調査結果のフィードバック
	
	

	②サービス水準の確保
★
	・現行の業務水準の確保
・業務履行の正確性、業務のチェック体制
・業務処理や課題解決の迅速性
・公平なサービス提供、対応
・身だしなみ、言葉遣い、利用者に対する説明（電話対応含む）
	
	

	③計画的運営
	・事業実施の計画性
	
	

	④サービスの質の向上に向けた取組み
★
	・官民比較の審議で重視した項目の達成状況
・利用者の利便性向上に向けた取組み
・利用者のクレーム、要望に対する対処状況
	
	

	⑤その他創意工夫
	・その他亜事業者による創意工夫
	
	


　（★印は事前確認実施項目）

５　平成２１年１０月から平成２２年３月までの評価シート
	業務の名称（評価シート）
	主な評価・結果

	建設業許可申請受付等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00060112/01monitaringu-hyouka(kensetugyou).pdf
	○満足度調査
・委託前 満足58%　⇒委託後 満足40%
・目標75%に及ばなかったが前回調査より向上。
　・コンシェルジュは、8割以上の方から評価。
○業務水準
　エラー率(3%未満)、達成率(100%)、職員満足度(65%)
・評価点15点満点中12点
○待ち時間等
・窓口増設(8名⇒最大13名)
・受付時間拡大・昼間の受付(9:30～16:00⇒9:30～17:00、12:00～13:00開庁)
・待ち時間短縮(最大待ち時間３時間⇒最大待ち時間61分：平均4～11分)

	自動車税事務所の催告事務等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00060112/01monitaringu-hyouka(jidousyazei).pdf
	○適正な手続き
　・H22.1.26契約上の手続きを踏まずに業務の一部（ｼｽﾃﾑ開発・保守業務）を再委託等していたことが判明。
・情報漏洩なし、損害賠償は契約金額の10/100
○満足度調査
　・オペレータがアンケート形式で実施
　・電話納税催告(満足・やや満足82.6%、ふつう16.6%、やや不満・不満0.8%)
○業務水準
　・催告（応答率30%、ｴｽｶﾚｰｼｮﾝ率10%未満）
　・問合せ（放棄率5%未満、応答率85%以上、一次回答率90%以上、話中呼数）
○収入率
　・18.6%(H19:13.3%)要求水準を上回る。

	職員研修業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00060112/01monitaringu-hyouka(syokuin-kensyu).pdf
	○目標達成度・内容評価値
　・委託前後で大きな変化なく、高いレベルで推移
○業務水準
　・一部提出分について遅れが生じ、研修室貸出ミスが発生。


６　第２０回監理委員会
　（１）平成２３年１月には、第一弾対象業務（３業務）及び新たな対象業務（７業務）について、
モニタリングを行いました。
	業務の名称（評価シート）
	主な評価・結果

	建設業許可申請受付等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00064170/siryou2-6.pdf
	○満足度
　・満足75%（目標）⇒満足70％
　・受付延長、昼間開庁については、7割が満足。
　・コンシェルジュについては、8割が満足
○業務水準
　・9月時点は、評価点15点満点中15点
○待ち時間
　・待ち時間短縮（最大待ち時間3時間⇒最大待ち時間59分：平均4～15分）

	自動車税事務所の催告事務等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00064170/siryou2-3.pdf
	○サービス水準の確保
　・業務水準は概ね達成（応答率、ピーク時を除く）
　・H22.8月より夜間催告（火・水・木の午後8時まで）、休日催告（日曜日9:00～17:30）を開始。
　・H22.9月より一般税（個人事業税・法人府民税・法人事業税・不動産取得税など）の問合せ業務及び個人事業税・法人府民税・法人事業税の催告業務を開始。

	職員研修業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00064170/siryou2-5.pdf
	○適切な人員体制
　・退職により交替が生じ、提出物の誤記等が見られた。
　・ミーティング等により改善されつつある。
○満足度
　・全ての項目で数値の向上が見られた。
○サービス水準の確保
　・一部提出物の遅れや研修室の貸出ミスがあったが、改善されつつある。
○その他創意工夫
　・簿記コンテンツの貸出や自主学習支援等を実施。

	税務業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00064170/siryou2-2%20.pdf
	○適切な人員体制
　・委託開始直後は、要員の人数とスキル不足の状況
　・業務のピーク時に向け、短期要員を大量配置。
○人材育成
　・ロールプレイングなどの実践的な研修時間が不足。
　・ＯＪＴやＥラーニングの活用により改善。
○満足度調査
　・受付窓口に対する満足度は、80%を超える結果。
○サービス水準の確保
　・エラーも低く、処理期限も達成
　・過去のホスピタリティ調査よりも向上との結果
○計画的運営
　・当初の要員、スキル不足を増員で対応。
　・ピーク時：約220名、ピーク時以外：65～100名

	府営水道維持管理業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00064170/siryou2-4%20.pdf
	○満足度
　・見学者の満足度、見学者数とも、ほぼ横ばい。
　・見学案内での担当者の接遇（身だしなみ、言葉遣い）は「大変満足」が増加。
○サービス水準の確保
　・維持管理業務は、仕様書に基づき実施。
　・簡易補修業務については、迅速に解決する意欲が見られなかった。

	監査業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00064170/siryou2-8-1.pdf
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00064170/siryou2-8-2.pdf
	○人材育成
　・監査業務の進め方について十分理解していないスタッフがいたとの指摘があった。
○業務水準
　・機動的効率的対応が可能となったが、連絡調整業務の負担増、スタッフの力量差があった。
　・受検機関との緊張感が生まれるとともに、リスクアプローチ型監査や内部統制の視点が生まれた。
○監査結果
　・「委員意見」や「指示事項」が増えるなど量的拡大。
　・「指摘事項」はほぼ同じであることから、監査機能強化と考えられる。

	府立図書館管理運営業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00064170/siryou2-1%20.pdf
	○責任体制の確立
　・受託者内での連絡体制については、委託当初は混乱が見られたが、業務連絡システム等の定着により改善
○満足簿調査
　・直営、委託を問わず、概ね適切、良好との回答が大半。
　・良くなった点：接遇姿勢、複写サービスの充実
　・不十分な点：知識、経験不足による相談業務の対応
○サービス水準の確保
　・業務水準は維持できている。複写サービスは大幅に増加。

	宅建業免許申請受付等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00064170/siryou2-7.pdf
	○適切な人員体制
　・習熟度の低いオペレータが見受けられ、マネージャーが窓口対応に追われることもあった。
○人材育成
　・習熟に合せた勉強会、個別指導の改善策を実施
○業務水準
　エラー率(3%未満)、達成率(100%)、職員満足度(65%以上)
　・要求水準を達成したが、まだまだケアレスミス等が目立つ。
○待ち時間等
　・受付時間拡大・昼間の受付(9:30～16:00⇒9:30
～17:00、12:00～13:00開庁)
・待ち時間短縮(最大待ち時間３時間⇒最大待ち時間1時間半)　

	居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業者等指定申請受付等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00064170/siryou2-9.pdf
	未実施のため、評価なし

	府営住宅家賃催告・債権回収業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00064170/siryou2-10.pdf
	未契約のため、評価なし


　　（２）監理委員会からの提言・指摘
	建設業許可申請受付等業務

	・　全般的に問題なく実施できており、引き続き努力してほしい。
・　満足度調査の目標（総合満足度75%以上）について、適正な水準に見直し行く必要があるのではないか。


	自動車税事務所の催告事務等業務

	・　夜間、休日催告を実施した結果、納付約束が増えた。今後も期待する。
・　夜間、休日催告で、時間帯ごとに応答率データ収集は、取組みとして評価できる。
・　夜間催告について、まだ拡大できる時間帯の余地があり、費用対効果の検討が必要。
・　催告業務で、マニュアルどおり実施しているか検討が必要。サービス向上のため、録音するなどを検討する必要がある。
・　２４時間音声ガイドとコールセンターを集約するなどの検討が必要。

	職員研修業務

	・　成果指標について見直しが必要。人材の質を上げるという目的から何を成果とするのか見直しと工夫が必要。

	税務業務

	・　ピーク時、オフピーク時に合わせ、人を弾力的に増減しているのは、大きな成果。行政の宿命的な課題を解決したという面もある。
・　税情報等の個人情報管理については、引き続き徹底管理をお願いする。

	府営水道維持管理業務

	・　浄水場見学は、まだ募集して見学して頂く余地あり。
・　備蓄水販売は、議論の上、ＰＲなのか災害用なのか、方向性を考える必要がある。

	監査業務

	・　市場化して総じて良い。相乗効果も現れて良かった。
・　委員意見も増え、有効性の視点からも出ている。これをフィードバックして、実際の改善に繋げるか、出てきた委員意見を行政で生かすということは、非常に大事。
・　事後的なフォローアップ等も含めたこともできれば、自治体の中で新しい事務局監査や監査委員のあり方などでモデル的なケースになる。引き続き、フォローアップも含め、マネジメントもして頂きたい。
・　外部の監査法人が監査事務局の中に入ることが、非常に大きな成果をもたらした。文化ギャップがあるというのは、むしろそれがあるということを発見できたということが、大阪府にとっての貴重な財産。
・　監査事務局と監査法人でベストミックスを探っていただき、今後もお互いできること、出来ないことをうまく整理しながら、いい形で繋げて頂きたい。

	府立図書館管理運営業務

	・　準備期間が短い中、大きなトラブルなく業務を軌道に乗せられたのは受託者、担当課が尽力した結果。
・　受託開始当初の混乱は、引継期間が短かったことであり、受託者が変わる際は、十分な引継ぎ期間が取れるよう選定を行うこと。
・　将来、受託者が替わる際に活用できるよう、スキルアップやマニュアル作成などのノウハウを大阪府で蓄積することが必要。
・　図書館の資産を活かすために前向きな検討をすることが必要。
・　離職の原因・理由等の分析が必要。
・　受託業務だけに関わらず全体としてクリエートする形を常時行う必要があり、大阪府と受託者が調整する場を作るなどの工夫が必要。

	宅建業免許申請受付等業務

	・　厳しい自己評価で、課題が何かということを分析できている。
・　満足度調査については、咲洲庁舎への移転により厳しい意見も予想されるが、それを補う改善の視点は非常に有効。

	居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業者等指定申請受付等業務

	・　なし

	府営住宅家賃催告・債権回収業務

	・　督促、催告業務のやり方、手法、それが質に係わる問題。
・　債権回収の手法についてモニタリングの項目に入れていく必要がある。取立行為の質の問題に係わってくる。
・　回収不能という債権処理について、弁護士が尽力したかのか、所在、財産調査等もきちんと実施したのか、関心を持ち評価に入れる必要がある。


　７　大阪版市場化テスト対象業務モニタリング委員会の設置
　　大阪版市場化テストにより外部委託を実施した対象業務のサービスの質の維持、向上を図るため、その業務の履行の確認、点検等を行う第三者機関として「大阪版市場化テスト対象業務モニタリング委員会（以下、「モニタリング委員会」という）」を平成２３年４月に設置しました。
　　また、大阪版市場化テスト監理委員会は、平成２３年３月末に廃止しました。
　　　□モニタリング委員会の役割
　　　　モニタリング委員会は、次に掲げる事項を審議し、これらに関して必要と認める事項について、指摘及び提言を行う。
○対象業務の評価項目に関する事項
○対象業務の実施方法に関する事項
○その他、対象業務の実施に関して必要と認める事項
　８　新たなモニタリング実施方法
　（１）モニタリングの概念図













（２）モニタリング項目

	総　合　評　価
	（担当課が記入する）
評価の視点（例示）
　・総合的な所見
　・事業実施後に改善した事項（取組み状況）
　・事業計画で改善を行う事項（検討・取組み状況）
　・モニタリング委員会から指摘、提言を受け改善を行った事項（取組み状況）　等


	モニタリング項目
	評価の視点（例示）
	事業者の評価
	担当課の評価

	Ａ．基礎的項目（公共サービスの担い手としてふさわしい取組み・人材育成・個人情報保護・適正な手続き等の観点から評価する項目）【○、△、×の３段階で評価】

	①人員・業務体制
	・事業実施に必要な人員確保・人員配置
・従事者への管理監督体制・責任体制
	
	

	②人材育成
	・従事者の人材育成（研修等）
	
	

	③安全管理体制・個人情報保護
	・事故の未然防止の取組みや訓練
・事故発生時の対応マニュアル・緊急連絡体制
・情報漏えい対策、セキュリティー対策等
	
	

	④適正な手続き
（再委託等）
	・適正な手続の確認
・再委託先、再委託する業務内容、情報管理に関する問題の有無の確認
	
	

	⑤サービスの継続性・計画的運営
	・財務状況、職員定着度状況
	
	

	Ｂ．サービスの提供に関する項目（利用者の満足度・サービスの質の維持・向上等の観点から評価する項目）【☆、◎、○、△、×の５段階で評価】

	①利用者等の満足度
	・利用者等の満足度調査
・調査結果のフィードバック状況
・身だしなみ、言葉遣い、利用者に対する説明
（電話対応含む）、情報提供
	
	

	②サービスの質の維持・向上
	・業務水準の確保
・業務履行の正確性、業務のチェック体制
・業務処理や課題解決の迅速性
・公平なサービス提供、対応
・官民比較の審議で重視した項目の達成状況
・利用者の利便性向上に向けた取組み
・利用者のクレーム、要望に対する対処状況
	
	

	③その他創意工夫
	・その他事業者による創意工夫等の取組み
・コスト削減についての取組み
・費用対効果向上の取組み
	
	


　９　第１回モニタリング委員会
　（１）平成２３年７月には、第１回モニタリング委員会を開催し、１０の対象業務についてモニタリングを行いました。
	業務の名称（評価シート）
	主な評価・結果

	建設業許可申請受付等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00080482/siryo7-1.pdf
	○満足度調査
　・満足65%、やや満足25%　全体で90%、委託事業者のみでは、94%となり評価が向上。
　・習熟度向上、コンシャルジュの案内などから、親切さ・丁寧さの評価が最も高く、レイアウト・案内表示、待ち時間の評価も高い。
　・満足度の評価を「満足75%」から「満足・やや満足を合わせて75%」に変更を行った。
○業務水準
　・評価点15点満点中15点
○待ち時間等
　・待ち時間短縮（最大待ち時間3時間⇒最大待ち時間57分：平均1～12分）

	自動車税事務所の催告事務等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00080482/siryo7-4.pdf
	○満足度調査
　・職員満足度調査では、「満足」「やや満足」「ふつう」を合せると71.8%であり、一定評価されていると考える。
○サービス水準の確保
　・業務水準は概ね達成（応答率、ピーク時を除く）
　・収入率は、22.1%であり、要求水準14.0%(H19実績13.3%を上廻り、評価できる。

	職員研修業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00080482/siryo7-10.pdf
	○満足度
　・全ての項目で数値の向上が見られた。
○サービス水準の確保
　・一部提出物の遅れや研修室の貸出ミスがあったが、下半期は改善がなされた。
○その他創意工夫
　・職員の資質向上、セカンドキャリア支援へ取組みを積極的に推進した。

	税務業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00080482/siryo7-3.pdf
	○適切な人員体制
　・翌年度のピーク時を考え、民間のノウハウを活かした弾力的な人員体制で業務できるよう、新規スタッフの投入を図っている。
○サービス水準の確保
　・エラーも低く、処理期限も100%を達成
　・過去のホスピタリティ調査よりも向上との結果
　・職員満足度調査でも、「満足」「やや満足」「ふつう」と
した回答が90%を占めており、一定の評価があった。
　・「やや不満・不満」は、自由記入欄によると、業務開始直後の体制を低い評価としたと考えられる。
○計画的運営
　・11月繁忙期は、大きな混乱もなく業務実施できた。
　・次回ピーク時に向け、早期人材育成を図っている。

	府営水道維持管理業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00080482/siryo7-6.pdf
	○満足度
　・見学者数は、942名増の約75増。
　・手話によるアイスブレーキングや体感経験などの工夫を行った。
○サービス水準の確保
　・災害用備蓄水は、完売。備蓄水販売は、災害用が基本。

	監査業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00080482/siryo7-2.pdf
	○満足度
　・法人スタッフの対応や事務局との連携不足などによるいくつかのトラブルや苦情があったものの、こういった事例は少ななり、行政と法人との文化ギャップに起因する事例が生じた。
　・受検機関のアンケート結果は、総じて良好であった。
○業務水準
　・機動的効率的対応が可能となったが、連絡調整業務の負担増、スタッフの力量差があった。
　・受検機関との緊張感が生まれるとともに、リスクアプローチ型監査や内部統制の視点が生まれた。
　・受検機関アンケートは、概ね適切であったとの回答が多かった。
＜職員アンケートの意見＞
　・府民目線からの質問や指摘があった。
　・緊張感を持った監査だった。
　・基本的な仕組み・概要に関する質問が多かった。
　・基本的な会計処理ルールが理解しされていない。
　・法人と事務局の役割分担が不明確。
○監査結果
　・「委員意見」や「指示事項」が増えるなど量的拡大。
　・「指摘事項」はほぼ同じであることから、監査機能強化と考えられる。

	府立図書館管理運営業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00080482/siryo7-7.pdf
	○責任体制の確立
　・配置人員や勤務シフトは、さらに精査を図る必要。
・蔵書点検やイベント等で、人員管理が不十分だった。
・装備のスキル維持に困難があった。
○サービス水準の確保
　・蔵書点検、書架整理の精密度でミス等があった。
○その他創意工夫
　・積極的な検討提案を期待したい。

	宅建業免許申請受付等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00080482/siryo7-8.pdf
	○情報提供
　・マネージャが十分に案内業務を行っていなかった。
○満足度
　・H23.3調査では、「満足」「やや満足」が85%となり、目標の75%をクリアーしました。
　・オペレータの習熟度も向上し、対応の親切さ・丁寧さの評価が最も高く、対応時間、待ち時間も高い評価。
○業務水準
　・評価点15点満点中13点
○待ち時間等
・受付時間拡大・昼間の受付(9:30～16:00⇒9:30～17:00、
12:00～13:00開庁)
・待ち時間短縮(最大待ち時間３時間⇒最大待ち時間94分、平均3～22分)　

	居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業者等指定申請受付等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00080482/siryo7-5.pdf
	○責任体制の確立・人材育成
　・オペレータのスキル不足をマネージャが十分フォローできていない。ＯＪＴや研修を通じて、スキルアップを図っている。
○適正な手続き
　・シフト表の届出に遅滞があった。
○満足度調査
　・窓口対応項目（待ち時間、対面時間、迅速正確、親切丁寧）は、全て90%を超え、H22年度より向上。電話対応は85%前後でほぼ同様。
　・業務水準は、エラー率目標1%以内を達成。達成点で94.6
点でした。
○計画的運営
　・計画的な事業遂行、要員教育といった面で不十分なところがありました。
○サービスの質の向上に向けた取組み
　・監督者とスタッフの間の情報共有が不十分だった。

	府営住宅家賃催告・債権回収業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00080482/siryo7-9.pdf
	○満足度
　・交渉内容を分析。約72%もの督促者は支払に応じる意思を示しており、問題ないと考える。
○サ－ビス水準の確保
　・回収率は、2.201%であり、回収目標率を2.2%を達成。
○連絡記録
　・交渉記録や意見等を分析した結果から、苦情関係は4.4%であり、対応が質的に適切であると評価している。


　　（２）モニタリング委員会の提言・指摘
	建設業許可申請受付等業務

	・　満足度調査結果が、調査時期により変動が激しいが、何か季節的な要因や原因があるのか。
・　偽装請負について、現場での対応はどうしているか。
・　サービスの質の向上に向けた取組みの判断基準は。
・　待ち時間が長くなるケースはどのようなものか。

	自動車税事務所の催告事務等業務

	・　夜間と日曜日における催告の結果は。
・　満足度調査に改善の余地はないか。
・　応答率は、何か分析するような工夫が必要。
・　なぜ、収納率が上がっているのか分析してほしい。

	職員研修業務

	・　職員の質の向上がアウトカム、それを測定するのは難しいか。

	税務業務

	・　短期間で、経験と失敗の中、習熟度が上がり安定してきた。
・　事業の切り出しが良かったようだ。

	府営水道維持管理業務

	・　一定の着地点になった。

	監査業務

	・　監査法人をどう使うのか、どういう緊張状態にもって行くのか、監査のスタンスを考えること。
・　満足度調査については、その測り方の検討をお願いする。
・　監査法人の指摘をどういう形で是正するのか検討をお願いする。

	府立図書館管理運営業務

	・　ミスが出る前、拡大する前に対応すること。
・　官と民が、どういうふうに関係ろ修復するかが大事。
・　市場化テストは、ダイナミックにアクティブにやっていい形で提供することが目的。

	宅建業免許申請受付等業務

	・　事業者と引き続き協力してもらって工夫してほしい。

	居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業者等指定申請受付等業務

	・　市場化テストの中で事業者の創意工夫は非常に大事な部分であり、府民目線でサービスをお願いする。

	府営住宅家賃催告・債権回収業務

	・　行政では、なかなかできない業務。
・　回収率は上がっているが、一巡する来年度以降、回収率が悪くなる可能性があり、長期的にうまく行く方法を考えて行く必要がある。
・　満足度は、滞納者の理解度でいいのでは。


　１０　第２回モニタリング委員会
　　（１）平成２４年１月には、第２回モニタリング委員会を開催し、９対象業務のモニタリングを
行いました。
	業務の名称（評価シート）
	主な評価・結果

	建設業許可申請受付等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00090233/siryo10.pdf
	○満足度
　・「満足」「やや満足」で全体77%、委託業者のみでは81%の結果。前回調査より低下したが前年同月よりは評価が高くなった。
　・満足度目標の75%は達成。
○サービスの質の維持・向上
　・要求水準（エラー率、達成率、職員満足度）は、評価点15点満点中15点で満点
　・待ち時間は、最大59分で平均3～15分
○その他創意工夫
　・庁舎移転後も、スムーズな申請・届出ができるよう、案内表示等に工夫を行い、プライバシー保護対策を行った。

	自動車税事務所の催告事務等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00090233/siryo7.pdf
	○サービス水準の維持・向上
　・公平なサービス提供・対応とスピーディーで丁寧かつ親切な対応が図られている。
　・要求水準の達成状況は、応答率のみ要求水準の30%を下廻っています。

	職員研修業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00090233/siryo4.pdf
	○適切な人員体制
　・常勤スタッフの離職等により、提出物について遅れがあった。
○満足度
　・目標達成度、研修内容評価値は高い推移であり、満足度は高いと考える。
○サービスの質の維持・向上
　・資料等提出物について遅れがあった。
○その他創意工夫
　・積極的に取り組んでいる。

	税務業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00090233/siryo8.pdf
	○適切な人員体制
　・３月より順次短期スタッフの採用・研修を行い繁忙期対応を行い、昨年度のような混乱はなかった。
　・配置人員も昨年度より減少。
○サービスの質の維持・向上
　・サービス要求水準である引継ぎ処理誤り(目標4%以内)は、実績が0.18%で達成。昨年度は0.27%であり向上している。

	監査業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00090233/siryo6-1.pdf
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00090233/siryo6-2.pdf
	○サービスの質の維持・向上
　・監査結果の全体件数は昨年度に比べ減少したが、高い水準を維持している。
　・的確な指摘や指導が行われている。

	府立図書館管理運営業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00090233/siryo3.pdf
	○適切な人員体制
　・知識や経験を要する場面で、適切な処理・対応が行われなかったケースが時折あった。
○利用者満足度調査
　・直営、委託を問わず概ね適切、良好との声が大半
○サービスの質の維持・向上
・業務水準は、従前の業務水準を維持。
　・蔵書点検では、昨年度の経験から各段の進歩があったが、書架整理の精密度は、整理不足が見られた。
　・その他理解度不足等もあり、知識・スキル等の向上が望まれる。

	宅建業免許申請受付等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00090233/siryo11.pdf
	○安全管理体制・個人情報保護
　・申請書類等の閲覧場所において、常時閲覧スタッフを配置するように改善を行った。
○満足度調査
　・「満足」「やや満足」で86%であり、目標の75%を達成。
○サービスの質の維持・向上
　・要求水準（エラー率、達成率、職員満足度）は、評
価点15点満点中14点で満点でした。
　・待ち時間は、最大66分で平均5～16分

	居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業者等指定申請受付等業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00090233/siryo9.pdf
	○適切な手続き
　・届出書類の提出で遅れたものがあった。
○満足度
　・窓口対応項目（待ち時間、対面時間、迅速正確、親切丁寧）は、「満足」「やや満足」で全て90%を超え、昨年度より向上した。また電話対応は80%台を確保している。
○その他創意工夫
　・日常業務の工夫はあるものの、提案のあった業務改善提案等を期待するところ。

	府営住宅家賃催告・債権回収業務
http://www.pref.osaka.jp/attach/3231/00090233/siryo5.pdf
	○満足度
　・督促そのものへの苦情もなく、回収実績も安定。
○サービスの質の維持・向上
　・回収目標の2.2%を大きく上回り回収率は約6%を達成。


　　（２）モニタリング委員会の提言・指摘
	建設業許可申請受付等業務

	・　非常にうまくやっていることを何かアナウンスすること等、考えていただきたい。
・　事業者の社会的地位が上がるなどのインセンティブを事務局も考えてほしい。
・　参考になることがあれば他の事業でも活用できるので知らせてほしい。

	自動車税事務所の催告事務等業務

	・　事業者の変更を考えると、オペレータのトレーニングは大変であり、この先どのようにやっていけば良いか。
・　催告の応答率にかかる要求水準30%の設定など、高すぎる水準設定は、本末転倒を招くおそれ。

	職員研修業務

	・　満足度調査、成果の図り方は、今後も検討してほしい。

	税務業務

	・　ピーク時の要員数が下がったのは、スキルアップか。
・　引継ぎ処理誤りの要求水準4%は、甘い感じがするので検討するべき。

	監査業務

	・　監査業務は、従来、大阪府が行っていた監査業務と同じ形を期待していたのではなく、違った視点で新たな監査をしてもらうことが一つの目標。
・　監査法人が入り、それで何か新しい監査の形が出来てくるというのが、一つの期待である。

	府立図書館管理運営業務

	・　大規模図書館の特異性、求められるスキームとは何なのか。
・　業務を民間の創意工夫で効率、効果的にやりＶＦＭを最大限に上げることが市場化テスト。
・　事業者は、どのようなレファレンスを行い、どう評価しているのか。
・　図書館なりのＯＪＴシステムを積極的に考えてもらい、工夫をお願いする。
・　収益が目的ではない。効率化によるものであり、意思統一をしてほしい。

	宅建業免許申請受付等業務

	・　待ち時間の改善は習熟度であるが、離職率が高くなると待ち時間が長くなる可能性があり、注意してほしい。

	居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業者等指定申請受付等業務

	・　総合評価の表現と個別の評価がつながっていない。

	府営住宅家賃催告・債権回収業務

	・　回収困難事例が増えると思うが、この先のノウハウ、展望を持っているのか。


　１１　成果と課題
　（１）モニタリング全般
　　　・　対象業務は行政サービスの委託であることから、安定的、継続的な提供に支障が生じない
か、行政責任を全うし得ない恐れがないか等の観点からモニタリングすることが非常に重要。
　　　・　官民共に明確な目標数値や業務水準の設定が必要であり、業務内容に応じた検討も必要。
　　　・　担当課が目標数値などを設定したが、その数値が適切なものとなっているのかをモニタリングを通じて検討する必要があった。
　　・　現行契約では、期待する以上の成果等を受託事業者が行ったとしても、次期選定におけるインセンティブ付与がない。受託事業者からは、期待以上の成果等があった場合、何らかのインセンティブ付与を要望する声がある。
　　　・　受託事業者からは、契約相手方である担当課以外で、要望や相談等が可能な官側の窓口設置の要望があった。
　　　・　受託事業者側の運営人員で、退職、交替があった場合、交替職員に対するＯＪＴに時間を要するなど、予備人員への人材育成を行うことには経費がかかるとの意見があった。
　　　・　繁忙期におけるスタッフ増対応は、事前の人材育成が有効であるが、民間事業者等からはかなりの時間とコストが必要になるとの声があった。
　　　・　受託事業者の交替、スタッフの交替などは、安定的・継続的な業務運営を行う観点から、引継ぎ方法、引継ぎ期間、円滑な業務継承方法等のさらなる検討が必要。
　　　・　担当課と受託事業者は、単なる発注者と受託者でなく、協働の視点を持ってモニタリングに取組むことが重要である。
（２）対象業務別
　　　■職員研修業務
・民間事業者で既に実施している分野であり、講師等も豊富であった。
　　　　・フレキシブルな研修開催等も対応可能であった。
　　　・運営人員が少数であるため、人員交替時にＯＪＴや人材育成に時間を要する。
　　　・受講者の満足度等は数値化できるが、その成果について数値化することが難しい。
　　　■自動車税催告業務
　　　　・今まで府職員では実施できなかった、短期間での集中的な催告や夜間、休日の催告が可能
となった。
・回収率実績では、委託実施以降、回収率の向上が図られることとなった。
・本業務では、個人情報管理が非常に重要であり、厳密な取扱いを行った。
・自動車税以外の案内業務は、コールセンター利用者数が少なく、回答できる範囲が決まっているため、見直しが必要となった。
　　　■建設業許可申請受付等業務
　　　　・繁閑に応じた柔軟な人員体制を実現した。
・受付窓口の増・待ち時間短縮・受付時間延長によるサービス向上が図られた。
・案内人（コンシェルジュ）設置や番号札発券装置設置等によるサービス向上が図られた。
・公権力の行使や偽装請負の観点での注意が必要であり、適宜検査等を行った。
　　　■税務業務
　　　　・繁閑に応じた柔軟な人員体制を実現した。
・今まで設置していなかった総合窓口設置により、サービス向上が図られた。
・親切丁寧な対応により、利用者満足度の向上が図られた。
・本業務では、個人情報管理が非常に重要であり、厳密な取扱いを行った。
・現行では、窓口での取扱う業務の拡大には限界があり、今後とも公権力の行使についての
切り分けから検討が必要である。
　　　■監査業務
　　　　・公認会計士による新たな課題抽出や指摘を実現した。
　　　　・行政内部での手続き等については、研修やＯＪＴが必要であった。
　　　　・行政内部では、民間事業者が入ったことによる緊張感が生まれるとともに、外部目線による監査の必要性など、民間事業者による監査実施に理解促進も図られつつある。
　　　　・業務範囲拡大については、今後もモニタリングを通じて官と民とのベストマッチングを検
討する必要がある。
　　　■府営水道維持管理業務
　　　　・施設維持管理業務と災害用備蓄水販売では、包括委託するメリットが少なく、別契約の検討も必要と考えられる。
　　　　・担当部局では、維持管理業務について、今後も業務範囲の拡大が図れる可能性があるため、メリット等を勘案の上、拡大に向け検討する。
　　　■府立図書館管理運営業務
　　　　・受託事業者のスキルは、司書資格以外にも、図書館独自の方針等に大きく左右されること
　　　　　から、ＯＪＴや経験が必要であると官民からの意見があった。
　　　　・府立図書館では、市町村立図書館と資料収集方針や整理方法等が違うため、蔵書理解等の
　　　　　理解に経験時間を要した。
　　　　・府民サービスの範囲等については、官と民での切り分けと範囲について検討する。
　　　■宅建業申請受付等業務
　　　　・繁閑に応じた柔軟な人員体制の実現が図られた。
・待ち時間短縮・番号札発券装置の設置等により、サービス向上が図られた。
・公権力の行使や偽装請負の観点から注意が必要であり、適宜検査等を行った。
　　　■居宅事業者サービス等申請受付等業務
　　　・運営人員が少数であるため、人員交替時にけるＯＪＴや人材育成に課題があった。
　　　　・運営人員の関係から、人材育成やＯＪＴに時間が必要であった。
・公権力の行使や偽装請負の観点から注意が必要であり、適宜検査等を行った。
　　　■府営住宅家賃催告・債権回収業務（退去者滞納）
　　　　・弁護士法人を活用することにより、調査や督促、分納交渉等まで実施可能となった。
　　　　・滞納者からは、弁護士法人からの督促等による苦情等はなかった。
　　　　・府の人員やノウハウ不足からこれまで十分に対応できていなかった債権回収が、委託の実施により、回収率の向上が図られた。
　　　　・本業務では、個人情報管理が非常に重要であり、厳密な取扱いを行った。
　　　　・長期的に回収率がどのように変動するのか、今後とも検証が必要である。
　　　　・成功報酬制による委託のメリット・デメリットについて検証する必要がある。
大阪版市場化テスト担当者より
　大阪府では、市場化テストへの取組みを始めて、今年で6年目になりました。
これまでの取組みにおいて、「大阪版市場化テスト」では、合計で１０業務を民間開放することができました。これもひとえに委員会委員、民間事業者等皆さまのご協力の賜物であり、あらためまして感謝申し上げます。
本年４月には、平成２２年から民間開放を実施した「新たな７つの対象業務」も、委託開始から約２年が経過しました。
これら新たな７つの対象業務は、事業内容、事業規模とも、第一弾対象業務をより拡大したものとなっており、その実績等も明らかになりつつあります。
今回、この実施報告の作成を「大阪版市場化テスト」のひとつの区切りとして捉えるとともに、新たな市場化テストの展開が迎えられるよう、これまでの取組みをとりまとめましたものです。
大阪府の市場化テストの取組みは、他の地方公共団体の取組みと異なった部分があります。
市場化テストの取組みには、現在、ベストな取組みがあるわけではありません。本府においても、日々勉強と失敗の繰り返しであり、現在進行形であります。
しかし、官側の「市場化テスト」で目指すべきものは共通しています。
それは「よりよい行政サービスの提供」です。
その前提として行政サービスの必要性、民間委託する業務範囲、行政の効率化・スリム化、適正なサービスレベル、民間のビジネスチャンス、行政の意識改革等さまざまな視点もありますが、目指すべきは、「よりよい行政サービスの提供」と考えています。
この「大阪版市場化テスト実施報告」の編集にあたって、本編では、必要であれば専門用語も使い、取組内容をより正確に詳しく伝えることを第一として考え、図表等とともに細かな数字も掲げ、内容の充実に努めました。専門家や研究者の方にもお役に立つ情報になればと考えております。
また、概要版は、各指針、要項や様式を省略したものとなっており、環境に配慮し、省資源を図るためにも、電子媒体のみでの発行としております。
地方公共団体の方々をはじめ、多くの皆様にご覧いただき、大阪府の取組みをご理解いただければと願っています。
報告書に関しまして、広く皆さんからのご意見やご感想をお待ちしております。
どうぞよろしくお願いいたします。 
平成２４年３月
編集：大阪府総務部行政改革課業務改革グループ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　総務部行政改革課　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　〒540-8570　大阪市中央区大手前２丁目　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　TEL 06(6941)0351／ファックス 06(6944)1702　　　　　　
　　　　　　　　　メールアドレス　gyoseikaikaku@sbox.pref.osaka.lg.jp
　　　　　　　　　　　　ホームページ　http://www.pref.osaka.jp/gyouseikaikaku/index.html
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年　月発行[image: image1][image: image2]
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大阪版市場化テスト実施報告


～大阪府における市場化テストの取組み～





平成19年2月～24年3月


大阪府総務部行政改革課





①戸籍謄本等の交付の請求の受付および引き渡し


②納税証明書の交付の請求の受付および引き渡し


③外国人登録原票の写し等の交付の請求の受付および引き渡し


④住民票の写し等の交付の請求の受付および引き渡し


⑤戸籍の附票の写しの交付の請求の受付および引き渡し


⑥印鑑登録証明書の交付の請求の受付および引き渡し　　　等





官





民間競争入札等（発注方法・審査委員会）





事業の開始・モニタリング





仕様書等の作成


（民の提案のエッセンスを仕様書反映）





①民の提案が優れている

















府で実施した場合と民間事業者等の提案の比較





対象業務の情報開示


⇒可能な限り事務改善を実施


・業務内容


・事業費、人件費等


・法定な要件留意点　等





実施方針の策定・公表(対象業務の公表)





対象業務の選定





庁内での検討





アウトソーシングを実施





②府で実施した場合の方が優れている

















VS





監理委員会の提言





民





検討の継続or


引続き府で業務を実施





民間事業者等からの提案書


・提案者の主たる業務


・類似業務の実績


・業務改善手法


・事業費等の概算　等





③提案する民がいない




















検討の継続or


引続き府で業務を実施





（発注方法）


・総合評価型一般競争入札


・プロポーザル


・一般競争入札


（審査委員会）


・総合評価型一般競争入札等の実施に際して設置される審査委員会は、監理委員会とは設置を異にするもの。


・契約等に係る審査委員会の権限を監理委員会が妨げるものではない。





※検討の継続





○切出す範囲の再検討


○情報開示手法の再検討


○民の提案を公募する期間の


延長　　等





大阪版市場化テスト監理員会の審議


～対象業務選定、実施方針の策定、民間事業者等からの提案の検討（事実上の官民競争）、モニタリングの手法など意思決定のプロセスの透明性・公平性を担保～








モニタリング





入札等の実施





民の提案の公募





対象業務の選定





官民比較・検討結果の公表











事務事業の


見直し





・廃　止


・民営化等

















実際に行われている事務事業





行政の守備範囲＝責任領域








業務の外部化を検討





行政の責任で行うが


必ずしも行政職員の


直接執行が必要でな


い領域














≪多様な手法の導入≫





業務委託、指定管理者、PFI等多様な手法を活用し、効率的で質の高いサービスを目指す。





コアコンピタンス


(※)の領域





民間開放の推進





≪※コアコンピタンス≫


・「競合他社に真似できない核となる能力」のこと。


行政分野では、


・法令の規定により民間への委託が禁止されているもの


・行政責任の中心となすもの（基幹的意思決定業務、府が自ら主体となって直接実施することが必要とされる事務・事業の執行業務、アウトソーシングに係る業務の指導・監督業務等





対象業務選定における主な視点


　◎民のアイデア・ノウハウを反映できる包括的な業務


　◎他の自治体において、既にアウトソーシングの実績がある業務


　◎民側から、民間開放についての要望が多い分野


　◎民間事業者等の受け手の存在が想定できる分野


　◎担当部局が包括的な民間委託を検討している業務　　　など





市場化テスト


の対象として


馴染むと想定


される業務





＜具体に検討した業務・分野＞


●職員研修


●自動車税事務所の催告事務


●高等職業技術専門校のテクノ講座


●建設業許可申請の受付等業務


●出資法人への委託業務





＜参考：大阪版市場化テストの実施プロセス＞






























































新たなプロセス





事業開始・モニタリング





入札等の実施


（事業者の決定）





方向性の公表





対象業務の


詳細な情報開示





官民比較の実施





対象業務の選定





監理委員会での検討・審議





府の考え方公表





提案の募集





入札等の実施


（事業者決定）





募集の対象となる業務�◆参考情報：� HYPERLINK "http://www.pref.osaka.jp/gyokaku/sijouka/aratana-taisyougyoum.html" \l "omonasigoto" �各室課グループの主な仕事��◆参考情報：� HYPERLINK "http://www.pref.osaka.jp/gyokaku/sijouka/aratana-taisyougyoum.html" \l "jimujigyounojyouhou" �事務事業の情報（事業の概要、予算額等）��◆参考情報：� HYPERLINK "http://www.pref.osaka.jp/gyokaku/sijouka/aratana-taisyougyoum.html" \l "sinsei" �申請・届出等の案内�� � HYPERLINK "http://www.pref.osaka.jp/jinji/kiko/index.html" \t "_blank" �大阪府機構一覧表�





（参考）


○募集期間　：　平成２０年３月２６日～６月３０日（提案件数：１０６件）


○質問受付　：　平成２０年５月１日～６月１３日（質問件数：５７件）





＜参考＞


○府民の声システム


　府民の声システムの管理運営は、お問合せセンター業務として、民間事業者と包括的業務委託契約を締結済み（契約期間：平成19年度から平成23年度までの５年間の複数契約）





○知事への提言広場件数


区分�
ｲﾝﾀｰ


ﾈｯﾄ�
ﾌｧｯｸｽ�
専用


ﾊｶﾞｷ�
計�
�
H17�
1,347�
86�
399�
1,832�
�
H18�
2,097�
91�
299�
2,487�
�
H19�
7,279�
300�
474�
8,053�
�
H20


(4〜7月)�
7,615�
1,140�
166�
8,921�
�









大阪版市場化テスト対象業務検討シート（抜粋）





業務名�
①税務業務�
�



①論点等について�
�
＜提案の趣旨＞


本提案は、今までのような一部外部委託による部分的なコスト削減ではなく、府税事務所における税務業務の集約化及び現地性が必要な窓口業務の質的向上を図ることにより、円滑な府税運営とコスト削減を目指すもの。





＜担当部局の考え方＞


○　府税事務所を中心とした税務業務は、例えば、年間処理件数は通知書等発送業務で約 84 万件、窓口受付で約63万件、データ入力作業で約 44 万件等膨大な業務量であり、業務種別も 17 におよぶ税目や課税、納税、管理、滞納処理等多岐にわたる。


○　これら業務を12ヶ所の府税事務所と１ヶ所の自動車税事務所で担当しており、担当する職員数は約1,100 人という大規模なものである。


○　公権力の行使等見極めは必要であるが納税催告や各種通知書発送業務等の集約化など、税務業務の改革を検討している。このことは提案趣旨の方向性と一致している。


＜論点＞


○　納税催告や各種通知書発送業務、データ入力など集約化した方が効率的であり、かつ集約化しても府民に対するサービスレベルの低下を招かないものについては、集約化した上で包括的に民間に任せることにより、業務の効率化に加え極めて大きなスリム化の可能性がある。


○　現地性が必要な窓口業務についても、府民サービスの向上・スリム化効率化を検討する必要がある。�
�
②検討対象範囲について�
�
○　税務業務のうち、以下の業務について、検討対象範囲として想定される。ただし、詳細については、公権力の行使に係る業務などの業務分析と整理が必要である。


（集約化を検討する必要があると想定される業務）


・納税催告　　・申告、課税等データ作成


・封入封緘発送　　・郵送受付業務


・各種データ入力業務　　　・各種照会等コールセンター　等


○　各府税事務所で実施する申請受付等窓口業務（税務申告、各種相談等）についても、 集約化を検討


する必要があると想定される業務と同様に公権力の行使に係る業務の 整理など業務分析が必要であ


る。�
�
③課題・問題点について�
�
○　府税事務所の再編との整合性。�
�














































































行政が直接行うべき領域





民間が力を発揮できる領域





　　　　　　　　○法令の規定等により直接実施しなければならない業務


　　　　　　　　　 ○公権力の行使等にあたる業務


　　　　　　　　　　　　ex許認可、指導・監督


　　　　　　　　　 ○政策・施策の立案・調整・決定　　　　　　　　　　など府自ら判断すべき業務


　　　　　　　　　 ○公正性や公平性を確保すべき


　　　　　　　　　　業務





○定例的業務


　定期的、大量業務で委託により行政運営の


　効率化が期待できるもの


　exデータ入力業務、窓口業務（形式的ﾁｪｯｸ）、


　コールセンター業務等


○専門的業務


　民間の専門的な能力を活用した方が効率的


　になる可能性がある業務


　ex催告、債権回収業務　等


○施設の運営業務


　施設の運営で、委託により弾力的・効率的


　な運営が期待できるもの


　ex施設の運営業務





審議後の修正点





Ⅰ：集約化の可否（現地性の有無）による区分


Ⅱ：業務内容による区分





第12回(4/6)監理委員会時





＜業務内容による切り分けのみ＞





対象業務





集約化を行う業務





現地性（各府税事務所）を有する業務





①　印字


　封入封緘





②課税資料のデータ化





③　窓　口


　受付業務





④窓口受付に付随する業務





対象業務





②発送





①封入封緘





③形式チェック





④データ作成





大阪版市場化テスト実施方針





１　趣　旨


大阪版市場化テストは、新たに対象業務として決定した業務について、一定期間情報を開示した上で、民間事業者等から提案を受け、その提案をもとに、官民比較の検討、民間開放の判断を行う参考としている。この実施方針を踏まえ、公共サービスの向上と効率化を同時に実現する取組みを着実に実施する。





２　対象業務


本年度、官民比較等を実施するために、提案を公募する業務は以下のとおりである。


①税務業務


②府営水道管理運営業務


③監査業務


④府立図書館管理運営業務


⑤宅建業免許申請受付等業務


⑥医薬品承認申請受付等業務


⑦居宅サービス事業者及び障がい福祉サービス事業者等指定申請受付等業務


⑧府営住宅家賃催告・債権回収業務





３　対象業務の情報開示


民間事業者等が創意工夫を最大限発揮して、公共サービスの質の向上及び効率化につながる提案を行うことを可能にするために、以下の点に留意して、対象業務の情報開示を行う。


○対象範囲の整理


○対象範囲にかかる人員


○対象範囲にかかる事業経費


○業務分析（業務内容の詳細）


○課題・問題点の抽出


○官の業務改革（案）


○事業の目的を達成する観点から官民比較の審査で重視すべき事項





４　提案募集


民間事業者等が提案書を作成する時間の確保に十分配慮することに加え、より幅広い主体からの提案を求める観点から、以下の点について整理する。


○募集期間は、２ヵ月間以上を確保する。


○提案書の取扱いは、アイデア・ノウハウに関する具体的な提案内容について、その保護に配慮する。ただし、提案概要については公表する。


○提案者の資格は、株式会社、財団法人等法人格を有する団体であるとともに、 対象業務を受託して実施する意欲のある団体とする。





５　提案に対するインセンティブの設定


民間事業者等が創意工夫を最大限発揮して、より良質の提案を行っていただく 観点から、提案に対するインセンティブを設定する。詳細については、別途定める。





６　提案者との調整


民間事業者等が創意工夫を最大限発揮して、対象業務について、より具体的なイメージを持って提案できるように、提案を前提とした質問の機会を設定するとともに、提案者と担当部局との意見交換について検討する。





７　官民比較の考え方


官民比較の審議にあたっては、基礎評価項目と具体的な官民比較の評価基準を設定する。


○基礎評価項目


・サービス水準の維持


・法令遵守等


○具体的な官民比較の評価基準


・サービス水準の向上


・経費の削減（事業経費等の比較）


・提案の実現可能性





８　事業者の選定方法


大阪版市場化テストの実施の趣旨及びインセンティブの設定を踏まえ、事業者の選定にあたっては、公募型プロポーザルを基本とする。





９　モニタリング


大阪版市場化テストの対象業務の外部委託に伴い、業務の履行確認、サービスの質の維持・向上、府民に対する説明責任を果たすため、各業務を継続的に管理・ 監督するためのモニタリングを実施する。


モニタリングの実施にあたっては、体系的な仕組みづくりを行うが、評価項目や実施方法などの詳細については、業務毎に整理を行う。





（○○業務）
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評価項目�
評価�
評価内容�
�
(1)基礎評価


　①サービス水準


　②個人情報の保護等


　③趣旨に沿った提案�



○


○


○�
�
�
(2)サービスの質の向上


　①府で実施するよりも優れている点


　②実施手法（具体性）�



◎


○�
�
�
(3)コスト


　①どの程度削減できるか


　②提案内容との関係�



△


○�
�
�
(4)提案の実現可能性


　①組織運営体制


　②類似業務の実績等�



○


○�
�
�



コストについて
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【モニタリングの概念図】
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提言


　　


　　　　　　　　　　　　　　　評価結果を双方で確認


　　


　　　　　利用者　


　　　　満足度調査


　　





　　


　　





利用者・府民





担当課





大阪版市場化テスト監理委員会





公　表





事業者





Ａ．基礎的項目


Ｂ．ｻｰﾋﾞｽの提供に


関する項目








事業の改善





４．モニタリングにあたっての事前確認の実施


　　モニタリングの実施にあたり、「再委託」、「満足度調査」、「サービス水準の確保（要求水準）」、「サービスの質の向上に向けた取組み」の各項目について、評価指標や手法等について、大阪版市場化テスト監理委員会で事前に確認を行い、必要に応じて担当課に指摘を行う。





【モニタリングの概念図】
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モニタリング委員会





行政改革課（モニタリング委員会事務局）
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評価・報告





担　当　課





サービスに関する意見・要望





評価・報告





事　業　者





課題認識


の共有





サービスの


質の維持


・向上





指摘・提言





業務改善等





対応方針等





利用者等


満足度調査
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